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ミャンマー自動車産業の概況
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はじめに
事態の転換点
2011年3月 軍政から民政への転換  テインセイン大統領による「新政権」

以降 欧州連合EUによる経済制裁解除  米国も一部除き解除･大使派遣

2012年4月 テインセイン大統領来日

2013年5月 安倍首相訪ミャンマー

中古車輸入の急増

2011年9月 過去30年以上にわたって強く制限されてきた外国からの中古車輸入が一般人にも認可される
2007年製以降の高年式の中古車の輸入が可能になった｡法人/個人ともに｡
ミャンマー経済発展の要因
1 6000万人の人口  「経済の規模は(最終的には),口(クチ)の数で決まる」
若年層比率も高い  識字率高い

GDP500億ドル÷6250万人＝一人当たりGDP800ドル  最貧国の一つ

ベトナム1200ドル  カンボジア800ドル  ラオス1200ドル よりも低い

人口は軍政下の低成長下でも増大し続けてきた

ただし,人口の66％,約4000万人が農村に住んでおり,商品化されていない

2 地政学的重要性が高い

ミャンマーは他国にとって地政学的に重要な位置にある。とくに中国とタイにとって重要な位置を占める。

ミャンマーを開発し,自国の工業拠点,物流拠点を構築することは中国とタイにとって重要

ダウェー  バンコクから360㌔ バンコク周辺工場で生産された製品を,マラッカ海峡を通らずに,インド等の南アジア,中東,アフリカに輸出するための拠点  ●ミャンマー地図
タイの建設会社がダウェー開発に関与している。タクシンプロジェクトの別名あり。ただしダウェー-ミャンマー国境の道は最悪,保険会社が保険を引き受けない。
チュオピュ  昆明から  ㌔  タイにとってダウェーが重要であるのと,まったく同じ論理で中国にとって,チュオピュが重要  石油及び天然ガスパイプライン拠点
インドも同様

3 テインセイン政府が外資導入を積極的に進めている

社会主義政権・軍事政権時の規制を徐々に解除しつつある

4 労働者が真面目で器用,勤勉   かつ人件費が低い  タイの5分の1, ベトナムの半分

縫製工場が既に進出  労働者の月間賃金は3000円～6000円

他方,中間管理職は,タイの3分の1,ベトナムの70％程度   大卒人材が不足している故←大学進学率が低かったため

5 海外への出稼ぎ者が多く,仕送り送金がミャンマー経済を支えている
タイでミャンマー人が300万人働いている   ●写真 バンコクの板金工場で働くミャンマー人
送金は闇ルートを通るため,ミャンマーのGDPに捕捉されていない→ミャンマーの1人当りGDPは1200ドル程度か
冷蔵庫18％,洗濯機5％,テレビ(白黒含む)69％    『日系ビジネス』2012年5月4日,野村修一・木村義弘「ミャンマー進出の光と影  開かれる6000万人市場」より

2012年9月からNTTドコモのローミングサービス開始

ネットの接続は悪く,つながらない,受信はできるが送信ができない

トレイダーズホテルのサーバーは韓国と衛星通信でつながっており,良好である。夕方になるとビジネスマンがロビーに集まる｡
中国との貿易は途中で部分的に盗まれている－スマグリング　  軍のアルバイト,少数民族による徴収,中国商人のごまかし
腐敗認識指数が高い 世界で180位  ミャンマーより高いのは北朝鮮とソマリア  特に公務員

欧米の経済制裁リストに掲載されている企業が多い
ジャンクションスクウェア 大型ショッピングモール 2万8000㎡   ●写真
Ⅰ 自動車市場
販売台数

2012年 合計13万台程度か

自動車販売台数の95％以上は輸入中古車販売   国内生産の新車販売台数は少ない  輸入した新車も少ない 国内で発生した中古車は皆無
1 中古車輸入台数約10万台 (日本からの中古車輸出台数12.1万台からの推定)
2 ミャンマー国内生産の新車 数千台  (第2工業省関連のキズイ等)
3 新車輸入台数 数百台 (統計上は中古車輸入と同じ項目に含まれている｡新古車も含む)
日本車のシェアは90～95％  日本車はすべて右ハンドル
バスは日本車が70％程度か  日本車は出入り口が左側(道路のセンターライン側)にあり,危険なので,右側に新たに出入り口を切り出す

1960年代製と思われる古いバスも走っている   イギリス製か

近年は韓国製(左ハンドルで右側に出入り口がある)のバスが増えている

よく見かけるモデル   1980年代のカローラ,プロボックス,サクシード,インサイト,フィット,マークⅡ,タウンエース,キャリイ,アルファード

メーカー別シェア

トヨタ約70％  日本国内のシェア30％(含軽),40数％(除軽)よりも高い｡インドネシア35％,タイ30％等と比較しても,ミャンマーは世界でトヨタ車のシェアが最も高い国

日本のオークションでトヨタ車は価格的には高いいにも関わらず,ミャンマー側は仕入れている

その要因 ｢トヨタはアフターサービス網が一定程度ある｣｢メンテ工場によって,ユーザーの購買意欲が変わる｣｢古い車が多く,故障多いので,整備工場が必要｣
保有台数
39.9万台――乗用車30.9万台  トラック7.0万台  バス2.0万台  (2012年11月末時点) ミャンマー統計局(統計月報)ジェトロ資料

2008年12月31.9万台――乗用車24.0万台  トヨック5.9万台  バス2.0万台
2009年12月33.7万台――乗用車25.6万台  トラック6.1万台  バス2.0万台
2010年12月36.5万台――乗用車27.9万台  トラック6.5万台  バス2.1万台

2011年12月35.6万台――乗用車26.8万台  トラック6.8万台  バス2.0万台

2012年11月39.9万台――乗用車30.9万台  トラック7.0万台  バス2.0万台
○2011年12月から2012年11月にかけて,4.6万台増加している。これは,およそ11万数千台の(中古車輸入＋新車生産)があり,7万台程度の廃車があったと推測される。
○オートバイは2012年11月315.3万台  四輪の8倍
自動車の普及水準

  人口1000人当りの保有台数  米国800人, 日本･ドイツ･英国･フランス600人

韓国400人  ロシア200人  中国100人

ミャンマー保有40万台で人口6,367万人    6.3台/1000人  先進国の100分の1

ミャンマーの一人当たりGDP800ドル×0.02＝16台/1000人  この所得水準からしても低い
マレーシア  9700ドル×0.02＝194台/1000人   実際は250台/1000人

タイ        5400ドル×0.02＝108台/1000人   実際は140台/1000人

韓国       20000ドル×0.02＝400台/1000人   実際は380台/1000人

ヤンゴン400万人＋マンダレー200万円＝600万人の二つの大都市にすべての自動車が保有されているとしても,40万台÷600万人＝67台/1000人で先進国の10分の1

●写真 ヤンゴンの交通渋滞   ただし「この一年で初めて渋滞が起こった」

新規/代替/増車比率
一般的に言うと

モータリゼーションの初期  
新規比率10～20％   代替/増車比率80～90％  金持ちしか買わない
モータリゼーションが進むと
新規比率が高くなっていく  これまで車を買えなかった層が新車購入に

さらに進むと  中国のように新規比率70～80％  新車販売台数も急激に増大する
飽和化が近づくと  新規比率が下がり始め,飽和化すると,新規比率が10％程度まで落ちる(日本,韓国) 
ミャンマーはまだ代替比率80％以上で,モータリゼーションの入り口にも入っていない

商用車市場
ミャンマーの商用車市場の最新トレンド

　2011年現在、ミャンマーに登録されている車両数は230万台である。これには、乗用車、オートバイおよび商用車が含まれる。オートバイは、ミャンマーで最も人気の高い移動手段であり、登録車両の81%を占める。乗用車、商用車の割合はそれぞれ12%と3%で、バスは登録車両総数の1%に過ぎない。





　現在、ミャンマーの商用車市場では、中古車が主流となっている。これは、資金不足に加え、国内で商用車製造技術が不足しているためだ。

　ミャンマーで利用されている商用車の多くは、日産ディーゼルや三菱ふそうなど、日本から輸入されたものが占める。しかしながら、最近では、韓国や中国のブランドも、ミャンマーの商用車市場で存在感を強めつつある。日本製の中古車は、その耐久性や信頼性の高さから、2004年製などの旧モデルでも人気が高い一方、それよりも新しい韓国車や中国車は、日本車に比べて低価格なことから好まれている。中古車が商用車の大半を占める。　2011年には、およそ4000台のトラックが新規に登録され、そのほとんどが中古トラックだった。ミャンマーはマクロ的に良好な経済発展が期待できることから、トラックの需要は高まり、2016年までにはトラックの登録台数は1万100台に達すると予想されている。トラック市場が成長すると、新車トラックの輸入と現地生産も増加すると予想される。　トラックの種類は、産業の変化に応じて変化する可能性がある。2011年には、建設事業や鉱業での需要が多かったため、新規登録トラックの半数近くがダンプカーだった。しかし、近隣諸国との貿易と国内取引が盛んになるにつれ、貨物トラックや プライムムーバーの登録台数が増える見通しだ。





　バスに関しては、2011年の新規登録台数はおよそ700台であり、国内および近隣諸国間での人の行き来が活発になるにつれ、2016年までにバスの登録台数は2600台に達すると見込まれまれる。 　ミャンマーの商用車市場の主な原動力は経済の自由化である。経済の自由化により、インフラ開発、近隣諸国間貿易、経済の発展が加速される。その一方で、熟練エンジニアの不足、想定外の規制変更、民主化の遅れが、市場の制約要因となるおそれもある。とりわけ、外国人投資家にとって、競争上の優位性および投資面でのメリットを得るためには、規制変更を追跡することが非常に重要となる。

Ⅱ 中古車輸入

輸入規制緩和→輸出台数の急増
2011年9月の規制緩和までは軍政独裁政権の特権業者が中古車を輸入
クラウン1800万円が売れ,1台輸入すると1年間の年収が確保されたと言う
2011年9月 中古車輸入規制が大幅緩和し,輸入台数が急増(木村報告参照)  
日本から輸出 2008年0.3万台  2009年0.7万台  2010年0.8万台  2011年2.0万台  2012年12.1万台
2012年10月にピークの16,240円
2012年11月と12月,2013年1月は落ち込んだが,2013年2月から回復

2013年1-3月で31,831台  1月6,406台  2月11,435台  3月13,990台
図  日本からミャンマーへの中古車輸出台数
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(注)財務省統計
輸入中古車単価の低下

輸出単価(FOB)は2008年147万円,2009年95万円,2010年47万円,2011年68万円,2012年61万円

今は日本で50万円で仕入れた車は,利益は5～10万円

以前は台当り利益が100万円だったが,20万円に下がり,今は5万になっている
「億単位の利益をだした業者も出た」(『中古車ガイド』20012年12月)

「すでに飽和, ・・・薄利合戦と決済猶予合戦に突入している感は否めない」(同上)

中古車輸入のライセンス

表 四輪/二輪の輸入規制

	
	
	四輪  関税8.15％～75％  日本車シェア95％
	二輪  関税10.25％  中国車シェア90％

	新車


	ミャンマー法人
	乗用車は法人名義及び個人名義で可能ただし1社/1人につき1台のみ

商用車は法人名義で可能(無制限)
	○制限なし

ただし通関避けた密輸が多い
90％以上が中国車

	
	外国法人(注1)
	×認可されていない

2012年新外国投資法でも認可除外
	×認可されていない

2012年新外国投資法でも認可除外

	中古車


	ミャンマー法人
	2007年以降高年式車(無制限)(個人も)
車齢20年超車の廃車を条件(注2)
Car Sales Centerは96～06年製可能
	×禁止
一部,密輸の可能性

	
	外国法人
	×認可されていない
	×禁止




（出所）

（注）1. 株式の1株でも外国株主がいれば「外国法人」

      2. これが軍政関係者の特権とも言われる｡1年以内に販売できない場合Ship backの義務あり
	
	
	四輪
	二輪

	新車


	ミャンマー法人
	台数は少ない

キズイ等中国車のシェア高い
	約80万台, 密輸も多い

中国車シェア90％



	
	外国法人
	
	

	中古車


	ミャンマー法人
	日本車シェア95％

一部,韓国から


	×禁止

一部,密輸の可能性


	
	外国法人
	
	


中古車のインポートライセンス

1 5年以内の高年式車の輸入が自由化  個人でも法人でも  台数制限もない?    商用車は無制限
2012年には2007年式より新しい車,2013年だと2008年式よりも新しい車,2014年には2009年式より新しい車

銀行に一定の金額の外貨があば,だれでも簡単にとれる
2 車齢20年超車の廃車を条件として発行
個人も法人も

3 Car Sales Centerの認可を取得した業者は1996～2006年製を委託車として輸入できる
1年以内に販売できない売は,Ship back

表 中古車輸入ライセンスの分類

	輸入許可の分類
	輸入台数

	廃車による輸入 ②
	6.8万台 

	カーセールスセンターによる輸入③
	3.5万台 

	船員による輸入
	0.3万台 

	ホテル・観光省による輸入
	0.2万台 

	独立輸入業者(ブローカー) ①
	5.0万台 

	その他
	   0.1万台 

	計
	15.9万台 


(出所) Suzuyo (Thailand)資料

(注)新車含む  製造年は2001年から2012年まで

    関税(30％/40％)と商業税(25％)の合計は500億円 (Suzuyo (Thailand)資料)

推測するに, 500億円÷15.9万台＝31万円/台

    関税を平均35％＋商業税25％＝60％の課税   31万円÷0.6＝50万円  平均CIF価格

    50万円×15.9万円＝795億円が中古車輸入額

表 中古車に対する関税/商業税/陸運登録料
	排気量
	関税
	商業税
	登録料
	合計

	1350㏄以下
	  30 ％ 
	25 ％ 
	50 ％ 
	105 ％ 

	1351～2000㏄
	30 ％ 
	25 ％ 
	80 ％ 
	135 ％ 

	2001～5000㏄
	40 ％ 
	25 ％ 
	100 ％ 
	165 ％ 

	5001㏄以上
	40 ％ 
	25 ％ 
	125 ％ 
	190 ％ 


（出所）

（注）課税ベースはミャンマー側が作成した,見做し「CIF価格表」による

ミャンマーでの中古車価格の構成例
日本での仕入れ値




 60万円

日本からの輸送費(日本国内物流費等)


  2万円

FOB 62万円

船賃＋保険





 10万円

CIF 73万円

このCIF価格が関税等の課税基準になるわけではない｡

ミャンマー税関が,課税基準のための見做し「CIF価格表」(モデル名と年式)を作成している (別表○○)

実際のCIF価格よりも少し高めに設定されている｡税収入が増大する｡

脱税のため,CIF価格を実際の取引価格よりも低く表示(｢二重インボイス｣)している業者の脱税行為を避けるため｡

仮にミャンマー税関の「CIF価格表」で80万円とすると

80万円×105％＝84万円 の税と登録料が上乗せとなり,計164万円となる
これは誰が払うのか,最終的にエンドユーザーが払うとしても,輸入業者･販売業者は事前に払っておくのか

店頭の表示価格には,こうした税などは含んでいるのか

中輸協のミャンマー視察団とミャンマーバイヤーとの綿段階では,中古車対応コードスキャナー(故障診断機)に関心が集まる

ミャンマーの業者による中古車輸入のプロセス
1 ネット上で日本のオークション会社の出品情報を検索し,入札する車を決める

2 (ミャンマーで)自らネットで落札する,あるいは日本の業者に落札を依頼する

3 (日本で)オークション会場で自らポスを押す(オークション会場の会員となっている),あるいは日本の業者に落札を依頼する

4 落札後は,日本の輸出業者に輸出業務を依頼

5 ミャンマー側に車が到着するまでに決済    地下送金もある

6 ミャンマー側で輸入手続
ミャンマー側での小売り方式との関係では

1 ミャンマーのエンドユーザーから購入希望車・注文を受け,それを日本のオークションで落とし,手数料･利益をのせ,エンドユーザーに小売りする
2 自らのリスクで見込みで日本で仕入れ,ミャンマーに輸入し,店舗あるいは路上で展示販売･小売りする

ミャンマーでの中古車価格の落ち方
税関のCIF価格表によって,ミャンマー税関の中古車価格の落とし方の特徴を分析する
マツダ･デミオ

2013年180万円  12年125万円  11年120万円  10年115万円  09年110万円  08年100万円

2013年100とすると  12年69  11年66  10年64  09年61  08年55   人為的な感じ  等差?
日産ノート

2013年198万円  12年139万円  11年132万円  10年125万円  09年119万円  08年113万円

2013年100とすると  12年70  11年67  10年63  09年60  08年57
VWジェッタ

2013年250万円  12年225万円  11年202万円  10年182万円  09年164万円  08年148万円

2013年100とすると  12年90  11年81  10年73  09年66  08年60  日本車より落ち方が遅い
フォード･フィエスタ

2013年155万円  12年122万円  11年115万円  10年90万円  09年85万円  08年67万円

2013年100とすると  12年79  11年74  10年58  09年55  08年43    10年以降日本車より早く落ちる
市場の実勢を見て判断しているか,わからない

港湾能力
ヤンゴン港  水深8ｍ  全長170ｍの船が入港可能  ガントレークレーンない,タワークレーンのみ  シンガポールで大きな船から小さな船に荷を移す  20フィートコンテナで800本から1000本搭載できる船  ローロー船は入っていない  
ティラワ港  全長200ｍの船が入港可能  ローロー船が入っている  ガントレークレーン1基ある  ローロー船に乗るのは大型トラック,バス,クレーン等の建機,産業車両,重機,など   乗用車は20フィート(1台)か40フィート(2台) 
物流
東京→ミャンマー 20フィートコンテナ 10万円(1台) ローロー(3万円)の方が安くつく
シンガポール-ヤンゴン間の船腹はタイトではない
東京-ヤンゴン 20日から25日 シンガポールで載せ替えに2日かかる

バンコク－ヤンゴン 陸路だと4日  回路14日  陸路の方がコストが高い
Ⅲ 新車輸入
新車輸入
新外国投資法(2012年11月制定,2013年1月施行細則公表)では,外国資本は自動車/オートバイの卸売と小売が認められていない。

新外国投資法でミャンマービジネスはどう変わる？  2013年04月03日

　日系企業の東南アジアでの拠点設立が後を絶たない。従来から中国での人件費高騰を背景に東南アジアシフトの流れはあったものの、チャイナリスクの顕在化も相まって、さらに加速している。日本からASEAN諸国への直接投資額でいえば、依然として、タイ、インドネシア、ベトナムといった国々が上位だが、注目度でいえばミャンマーが一番だ。豊富な若年労働力、天然資源を持つミャンマーは、投資先としての魅力十分といえる。　ミャンマーは2011年のテインセイン政権の誕生を機に大きく民主化へ舵を切ったが、経済発展を実現するためには、近隣諸国に比べ遅れているインフラ整備が大きな課題だ。これを一気に挽回するためには外資誘致が必須であると考えたテインセイン大統領は、1988年に制定された外国投資法の改正に踏み切った。ここでは難産の末に成立した新外国投資法とこれに関する施行細則について解説する。 　新外国投資法は、国内産業保護を主張する保守派と外資を積極導入したい大統領との攻防の末、2012年11月にようやく成立した。外資に対する優遇措置が拡大された一方で、ミャンマー投資委員会（MIC）の裁量に委ねられた部分が増えるなど、外資導入に慎重な面も見え隠れする。 　象徴的なのは、最低資本金に関する規制だ。一時は最低資本金額が500万米ドルに引き上げられるといった案もあったが、最終的には大統領の強い意向により削除されることとなった。しかし、資本金額は政府の承認を得てMICが決定することとされ、不透明さが残った。もちろん、投資優遇策しては、法人所得税の免税期間が3年から5年に延長され、土地のリースについても従来の最大60年から最大70年と10年間の延長が行われるなど、一定の拡大も行われている（表１）。 
表1　外国投資法の主な変更点

	項目
	新法
	旧法

	最低資本金
	MICが政府の承認を得て決定
	製造業：50万ドル
サービス業：30万ドル

	合弁の場合の外資出資比率
	出資比率は当事者間の合意により決定
但し、禁止・制限分野での合弁事業については、施行細則に定める比率により行う
	最低35％以上

	土地の使用
	当初50年に加え、10年の延長が2回まで可能
国有地に加え、民間所有の土地も賃借可能と明記
	当初30年に加え、15年の延長が2回まで可能

	所得税の免税期間
	事業開始から5年間
	事業開始から3年間

	ミャンマー人の雇用義務
	非熟練労働者はミャンマー人の雇用義務
熟練労働者、技術者等については、以下の比率での雇用義務
設立から2年以内：25％
設立から4年以内：50％
設立から6年以内：75％
	規定なし


　新外国投資法の施行細則は新外国投資法の制定から90日以内に公表されることとされ、2013年1月31日に国家計画経済開発省により公表された。外国企業に対して禁止・制限される分野や現地との合弁にのみ認められる分野の詳細については、別途MICの通達によって規定されることとされた（下記参照）ほか、禁止・規制分野を合弁で行う場合の外資の出資比率は80％を超えることができないことが規定された。その他、施行細則では、MICの構成や認可申請、申請書類の精査やその他の手続き等について規定されている。 

施行細則と合わせて公表されたMICの通達（Notification No.1/2013）では、(1）禁止業種、(2）合弁事業にのみ認められる業種のほか、(3）別途規定された条件を満たした場合にのみ認められる分野として、(3-1）関連省庁の許認可を要する分野、(3-2）その他の認可要件が定められた分野、(3-3）環境アセスメントが必要な分野が規定された。　スーパーマーケット、デパートやショッピングセンターといった小売事業への参入も認められた（上記3-2）ものの、小規模店舗は認められない、現地資本による既存店舗の近接地では営業しない、国産品を優先的に販売する等の要件が課せられている。通達のみでは、必ずしも明確となっていない部分も多く、今後の運用を待つ必要があるが、ほかのアジア新興国と同様、規制に応じた形態での進出を検討する必要がある。　オフィスビルの開発・販売や住居用建物の開発・販売・賃貸といった不動産事業についても、現地との合弁に限って認められた（上記2）。しかし、(3-1）にはBOT方式の場合には外資100％が認められるとの記載もあり、実際の進出に当たっては、関係省庁に確認する必要がある。　その他、施行細則では、ミャンマー国民のみに認められる事業として、農業、畜産業、漁業及び一定の製造業が挙げられている。 　外国投資法の改正や施行細則の公表により、ミャンマーは外国資本への更なる解放へ向けて踏み出したといえる。内容としては、政府やMICの裁量による部分が増えるなど、外資にとっては必ずしも歓迎すべき内容だけではないかもしれないが、一定の評価はできるのではないだろうか。　昨年12月にネピドーの国家計画・経済開発庁内のMICを訪ねた際、申請書類の審査担当者の部屋を見せてもらう機会があったが、壁際にはうず高く申請書類の束が積み上げられていた。インフラ面など、不安材料も多く残るミャンマーではあるが、多くの企業がそれを上回る魅力を感じているのも事実である。    鶴田　純一郎（つるた　じゅんいちろう）  新日本有限責任監査法人　新興国コンサルティング室　シニアマネージャー　公認会計士
上場会社の監査業務の経験を積んだ後、アーンスト・アンド・ヤング シンガポールに駐在。現地の日経企業のサポート業務を担当。帰国後、東南アジアへの進出を目指す企業へのアドバイザリー業務に携わっている。新日本監査法人　新興国コンサルティング室  本連載を手掛ける新興国コンサルティング室は、新日本有限責任監査法人（新日本監査法人）が2012年10月に発足させた新部門。300人規模の専門組織を設け、ミャンマー、インドネシア、インド、中国の各国別のチームを編成。会計や税務、企業買収などについて課題解決法などを提案する。

MICの細則･通達では｢自動車,オートバイを除く小売｣には特定の条件(2015年以降,最低300万ドル以上の投資)を満たせば参入可能であるが,自動車,オートバイは除外された   と理解するのが正しいのか?
表 四輪/二輪の輸入規制

	
	
	四輪  関税8.15％～75％  日本車シェア95％
	二輪  関税10.25％  中国車シェア90％

	新車


	ミャンマー法人
	乗用車は法人名義及び個人名義で可能ただし1社/1人につき1台のみ

商用車は法人名義で可能(無制限)
	○制限なし

ただし通関避けた密輸が多い
90％以上が中国車

	
	外国法人(注1)
	×認可されていない

2012年新外国投資法でも認可除外
	×認可されていない

2012年新外国投資法でも認可除外

	中古車


	ミャンマー法人
	2007年以降高年式車(無制限)(個人も)
車齢20年超車の廃車を条件(注2)
Car Sales Centerは96～06年製可能
	×禁止
一部,密輸の可能性

	
	外国法人
	×認可されていない
	×禁止




（出所）

（注）1. 株式の1株でも外国株主がいれば「外国法人」

      2. これが軍政関係者の特権とも言われる｡1年以内に販売できない場合Ship backの義務あり
ミャンマー法人･個人は1社/1人につき1台の新車(四輪)の輸入が認められるが,外国法人･個人は輸入できない
外国自動車メーカーにオーソライズされたインポーター/ディストリビューターは設立できない

この結果,日本人学校のバス,総合商社の社用車等は,いったんミャンマー人の個人名義にして輸入し,後に中古車として名義変更。あるいは輸出国側で新古車にして,中古車で輸出し,ミャンマー側の日本法人・個人が輸入する。
こうした新車輸入規制は,他の新興国と比較しても異常である。

【何故そうした規制をとらざるを得ないのか】
1 関税で保護することが困難である｡

アセアン内の貿易の自由化で2015年には完成車の域内輸入関税がタイ,インドネシア,マレーシア,ベトナムでゼロになる。2018年には他のアセアン諸国もそれに引き続いて完成車の輸入関税をゼロにすることを要求されている。ミャンマーはアセアンの議長国として保護主義的措置を要求することはできない。そこで,貿易の領域(関税を上げる,輸入台数制限を設ける等)ではなく,国内流通の領域(登録手続)で新車輸入の制限を図ろうとしているのではないか。これは,マレーシアにおいて,「国民車」(プロトン,プロドゥア,一部韓国車等)を優遇し,輸入車および他の国内生産車を差別する方法と類似している。

2 自動車輸入の増大→貿易赤字→外貨流出を防ぐ

現在,輸出と輸入はともに90億ドルである｡輸入の内,約6億ドル(60万円×10万台)が中古車輸入である｡

しかし,外国法人を認めなくても,ミャンマー法人･個人が輸入台数を増大さるので,あまり外国法人･個人を規制するとに意味はない｡

3 ミャンマー流通業者の保護
従って最も大きな理由は,外国の流通業者からミャンマー流通業者を保護することにあるのではないか｡

日系メーカーがとおこない得る/おこなっている新車輸入経路
日系メーカーの資本はまったく入っていないが,何らかの提携関係にある販売業者(ミャンマー資本)の法人名義もしくは従業員個人名義によって新車を輸入し,それを日系メーカーのブランド専売のような店で売る方式

あえて言うとその形態は,インディペンダントン･インポーター/ディーラー

販売台数がでないと,専売店は困難
スズキが4店舗,そうした販売店を展開している

自動車は,スズキ(ミャンマー)モーター経由ではなく,日本から直接納入している   日本と輸入契約?
日野 タイから新車を販売業者が輸入  その車両を販売業者が小売する  アフターサービスも提供

フォードがミャンマーに進出へ、米国自動車メーカー初 2013/03/05 18:00　米国自動車メーカーのフォード・モーターのミャンマー現地パートナーであるキャピタルオートモーティブによると、フォードは2か月以内にヤンゴン市内でショールームとサービスセンターを開設する計画だという。4日付ミジマニュースが報じた。最近、スズキがミャンマーに生産・販売子会社を設立すると発表するなど、自動車分野の動きが活発になっているが、フォードが参入すれば米国自動車メーカー初となる。キャピタルオートモーティブによると、フォードはミャンマーで自家用車及びピックアップトラックの販売について既に契約を締結しているという。※最終更新：2013年3月6日10：44JST

日野　ミャンマー政府が日本から受け取った戦後賠償関連資金で，工場建設　ボンネット型トラックの図面を提供　　現在も走っている

もう一つの新車販売経路は,ミャンマー内で自動車を組み立て,その車を売る方式
スズキはセミノックダウン工場を再構築し,そこて組み立てた車を,前述の販売店4点で売っている｡販売店契約を結んでいる

ミャンマーの工業省と提携したキズイ汽車等が,セミノックダウンで組み立てた新車を売っている
二輪の市場と販売･生産  (詳しくは三嶋報告参照)

2012年80万台,2013年90万台(推測)  中国車が90％,陸路で通関を逃れて密輸される二輪が多い

タイと中国からKD部品が持ち込まれ,販売店の裏で組立てられる場合もある｡KD部品は通関しない｡
現在,中国車が90％以上を占めるが,中国製は買いたくないが,金がないので買っている状態。所得が上がれば,日本車に乗り換える可能性あり。1990年代のインドネシアと2000年代のベトナムで起こったパターン。(中国ではまだ起こっていない)
日系の二輪メーカーは自らインポーター/ディストリビューター業務が認可されていないので,ミャンマー資本の販売店に完成車と部品を供給し,そこでアフターサービスも展開。いわゆるインポーター/ディーラー。

ホンダ  ミャンマー資本のNCXに販売と整備を要請(現在1店舗),ヤマハは2店舗。
生産拠点  タイ,ベトナム,中国から二輪を輸入できるのでミャンマーに新たに作る必要ない。新たに50万台生産拠点＝100億円投資する必要はない。完成車もKD部品も輸入関税は同じで10％。物流費はKDの方が高い。

ホンダがカンボジア(20万台)とラオス(   万台)に二輪生産拠点を作ったのは,関税が高いから。ミャンマーは関税が低い(10％)｡
Ⅲ 生産

生産拠点構築に慎重な日系メーカー
トヨタ タイ・トヨタ棚田京一社長「当社は近いうちにミャンマーで販売網を構築するが、組み立て工場の建設は現時点では予定していない」
先述したように,2010年代半ば･後半にアセアン内で完成車の輸入関税がゼロになると,日系メーカーはタイやインドネシアの生産拠点で生産した完成車をミャンマーに投入する可能性高い

こうした他国からの完成車の流入に対して,ミャンマー政府は,関税ではなく,国内の税(商業税や登録費用等)で「国産車」を「輸入車」から差別し,国産車に特別に有利な条件を与え,実質的に輸入車が入りにくくする,という政策 (WTOの内外平等の原則に反するかもしれない)が登場する可能性もある (マレーシアのように)
ベトナムとフィリピンの生産拠点さえ閉鎖の可能性すらある
トヨタとホンダのベトナム工場    生産台数が小さい    追加投資しない    損益分岐点は高い
2015年のアセアンの完成車関税撤廃の後には,ベトナム工場の存続理由なくなる    やめるとは言いにくい

ホンダも同じ  ベトナムとフィリピンを閉めるのに,新たにミャンマーで生産拠点を作ることは困難


生産台数
新車販売台数

タイ

200万台

150万台
インドネシア
120万台

130万台
ミャンマー
数千台

 12万台(主として輸入中古車)
二輪の場合は,ベトナム,中国がタイ,インドネシアに加わり,ミャンマーで作る必要はほとんどない

ミャンマー大統領「日本車メーカー進出を」  2013/5/14 23:02  記事保存
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　【ネピドー＝共同】ミャンマーのテイン・セイン大統領は14日、首都ネピドーで共同通信と単独会見し、「日本の自動車メーカーに投資してほしい」と呼び掛け、進出を促した。日本企業を誘致することで雇用創出や技術開発を促進し、経済成長につなげたい考えとみられる。　軍事政権時代に欧米諸国から経済制裁を科されたミャンマーは、経済発展が著しく遅れている。テイン・セイン氏は「経済はまだあるべき水準に達していない」と指摘した上で「外国投資があれば雇用が創出され、国民生活は向上するだろう」と、外資の積極的な進出に期待を示した。　安倍晋三首相が今月下旬にミャンマーを訪問し、テイン・セイン氏と初めて会談する方向で調整していることに関しては「安倍首相とは親しい関係だ。非常にうれしく思う」と話した。日本の政府開発援助（ＯＤＡ）は「国の発展に貢献している」として、円借款再開を歓迎した。　テイン・セイン氏は2011年３月の大統領就任以降、軍政の強硬路線から大きくかじを切り、政治犯釈放や少数民族武装勢力との停戦など大胆な改革を断行してきた。　テイン・セイン氏は「どのような変化を人々が求めているのかを学び、実践している」と説明。改革は「前進あるのみだ」と述べ、逆行することはないと強調した。　最大野党、国民民主連盟（ＮＬＤ）党首のアウン・サン・スー・チー氏は大統領就任に意欲を示しているが、「国内には約40の政党があり、ＮＬＤはその一つにすぎない。スー・チー氏の今後の役割は、国民の要望次第だ」と述べるにとどまった。

部品メーカーの進出の可能性
矢崎に対してミャンマーへの進出の要請があった｡ 矢崎はカンボジアにエアコン生産で出た｡そのカンボジア生産拠点はタイに隣接しており,タイ語がつうじる｡電力もタイから引ける｡カンボジア生産の部品をタイの日系メーカーに供給。

同じ方法で,ミャンマーの組立工場に供給するのではななく,タイ国境に近いミャンマー側で,低い人件費を活用し,タイの日系自動車メーカーに部品を供給する方式は検討の余地あり。タイは失業率0.6％,賃金は上がる一方。生産台数は増大し続けている。

ただし,ミャンマー側は電力不足,停電の頻発→自家発電はコストが上がる。

Ⅳ 整備
中古車された輸入車が多いため，車齢が高い。故障比率が高い可能性ある

ミャンマー政府に｢認められた｣整備工場は129店舗しかない(ヤンゴン120,ネピド3,マンダレー6)

	市
	整備工場数

	ヤンゴン
	120 

	ネピドー
	3 

	マンダレー
	6 

	計
	129 


（出所）Suzuyo (Thailand)資料

（注）

純正部品はすべてタイ(海路とタイ国境越え陸路)と日本(海路)から輸入

イミテーション部品もすべて国産化できていない → タイから輸入
ハイブリッド車にの補修のための部品も少なく，技術もない  → 一時,ハイブリッド車が人気となったが,すぐに落ちる 
ホンダ  ユニアジア社(ホンダトレーディングと以前に関係があった)が,中古車販売やアフターサービス,部品供給をしている。    以前1996年からそうした業務をしていたが,米国からの経済制裁が強まり,撤退していたのを,今回,再開する形になる。一部に新車もタイから輸入している?
デンソーが営業所兼物流拠点兼整備工場をつくる  純正部品の供給網と補修
三菱自動車がミャンマーにアフターサービス拠点を展開へ 2013.2.15 15:53 三菱自動車は１５日、ミャンマーに中古車両の点検整備を手がけるアフターサービス店舗を展開すると発表した。三菱商事や現地の不動産開発業者などと４社で覚書を締結し、これに基づいて事業を進める。サービス店舗は、まず４月にヤンゴン市内に開設。その後、マンダレーや首都ネピドーへと広げていく。会社形態や人員などは、今後４社で詰める。三菱自によると、ミャンマー政府が２０１１年９月に輸入中古車の販売を解禁したことで、同国で使用されている三菱自の中古車は約２万台にのぼるという。同社は、同国に拠点がなく、修理などは地元業者が請け負っていた。点検店舗を自前で整備することで、将来の新車販売を始める際の足がかりにしたい考え。ミャンマーは、人口が約６２００万人ながら、車の保有台数はトラックも含め４６万台しかないが、民主改革の取り組みを受けて経済成長が期待されており、今後、保有台数が急激に伸びる見込み。こうした動きをとらえ、日系自動車メーカーでは、スズキがミャンマーへの再進出を決定。約６億５０００万円を投じ、全額出資の子会社「スズキ・ミャンマー・モーター」をヤンゴン市内に設立し、５月から小型トラックを生産する。このほか、三菱ふそうトラック・バスも販売会社の設立を検討している。

ミャンマーに整備店舗開設　三菱自、新車販売の足がかり On 2013年2月16日· Leave a Comment 三菱自動車は１５日、三菱商事や現地の不動産開発業者などと共同で、中古車両の点検整備を手がけるアフターサービス店舗をミャンマーに開設すると発表した。同日、三菱自など４社が、点検整備などを手がけるアフターセールス事業に関する覚書を締結した。サービス店舗は、まず４月に最大都市のヤンゴン市内に開設する。その後、マンダレーや首都ネピドーなどにも広げていく。会社形態や人員などは、今後４社で詰める。三菱自によると、ミャンマー政府が２０１１年９月に輸入中古車の販売を解禁したことで、同国で使用されている三菱自の中古車は約２万台にのぼるという。同社は、同国に拠点がなく、修理などは地元業者が請け負っていた。点検店舗を自前で整備することで、将来の新車販売を始める際の足がかりにしたい考え。ミャンマーは、人口が約６２００万人ながら、車の保有台数はトラックも含め４６万台しかないが、民主改革の取り組みを受けて経済成長が期待されており、今後、保有台数が急激に伸びる見込み。こうした動きをとらえ、日系自動車メーカーでは、スズキがミャンマーへの再進出を決定。約６億５０００万円を投じ、全額出資の子会社「スズキ・ミャンマー・モーター」をヤンゴン市内に設立し、５月から小型トラックを生産する。このほか、三菱ふそうトラック・バスも販売会社の設立を検討している。[SankeiBiz]
ミャンマーにおけるアフターセールス事業に関する覚書を締結【三菱自動車工業】 2013年2月15日

三菱自動車工業㈱（以下、三菱自動車）、三菱商事㈱（以下、三菱商事）、Yoma Strategic Holdings Ltd.（以下、YSH社）、並びにFirst Myanmar Investment Company Ltd.（以下、FMI社）は、ミャンマー連邦共和国（以下、ミャンマー）における三菱自動車のアフターセールス事業に関する覚書を締結したと発表しました。 四社は、今回の覚書締結を受けて、ミャンマーでのアフターセールス事業の開始に向けた検討を進めていきます。具体的にはヤンゴン、マンダレー、そして首都ネピドーの三大都市に三菱自動車のサービスショップを順次開設していくことを計画しており、同国内における三菱車ユーザーへのサポート体制の早期確立を目指す考えです。ミャンマーは、タイに匹敵する約6,200万人という人口を抱え、今後その経済発展が進むと見込まれるとともに、成長著しいアジア・アセアン地域において、自動車市場としても大きな市場の一つとなる潜在性を備えています。近年の自動車輸入規制の緩和以降、数多くの三菱車が中古車市場を通じて流通していますが、三菱自動車の事業基盤がない同国では、メーカーとしてのサポート体制が整っていないため、アフターサービス体制の整備が喫緊の課題となっていました。既にSUVメーカーとして高い評価を得ている三菱自動車のユーザーサポート体制を確立することによって、更なる信頼性の向上、ブランド構築を図るとともに、ミャンマー国内での自動車市場の拡大、発展に貢献していきたいと考えています。各社概要

1． Yoma Strategic Holdings Ltd.（ヨーマ ストラテジック ホールディングス リミテッド）
（1） 本社所在地 ： シンガポール共和国、シンガポール
（2） 設立年 ： 2006年8月
（3） 主な事業 ： ミャンマー並びに中国に於けるリアルエステート、農業、自動車ディーラー事業他
（4） 代表者 ： Mr. Serge Pun（サージ パン）, Executive Chairman

2． First Myanmar Investment Company Ltd.（ファースト ミャンマー インベストメント カンパニー リミテッド）
（1） 本社所在地 ： ミャンマー連邦共和国、ヤンゴン
（2） 設立年 ： 1992年
（3） 主な事業 ： ミャンマーを代表する民間投資持株会社。主たる事業領域は金融、リアルエステート、自動車事業等
（4） 代表者 ： Mr. Serge Pun（サージ パン）, Chairman

3． 三菱商事㈱
（1） 本社所在地 ： 東京都千代田区丸の内二丁目3番1号
（2） 設立年 ： 1950年4月
（3） 資本金 ： 2,044億円
（4） 事業内容 ： 新産業金融事業、エネルギー事業、金属、機械、化学品、生活産業の6グループに、ビジネスサービス、地球環境・インフラ事業開発の2部門を加えた体制にて、幅広い産業を事業領域として、多角的なビジネスを展開
（5） 売上高 ： 20兆1,263億円（連結ベース、2011年度）
（6） 従業員数 ： 58,470人（連結ベース、2012年3月末時点）
（7） 代表者 ： 代表取締役社長 　小林健

4． 三菱自動車工業㈱
（1） 本社所在地 ： 東京都港区芝五丁目33番8号
（2） 設立年 ： 1970年4月
（3） 資本金 ： 6,574億円
（4） 事業内容 ： 自動車及びその構成部品、交換部品並びに付属品の開発、設計、製造、組立、売買、輸出入その他の取引業。又、農業機械、産業用エンジン等及びその構成部品、交換部品並びに付属品の開発、設計、製造、組立、売買、輸出入その他の取引業。
（5） 売上高 ： 1兆8,073億円（連結ベース、2011年度）
（6） 従業員数 ： 30,777人（連結ベース、2012年3月末時点）
（7） 代表者 ： 代表取締役社長 　益子修
	ミャンマーに自動車修理の子会社設立
　第一交通産業　　　 １２月事業開始、来春に自社工場

	


	　第一交通産業株式会社（北九州市小倉北区馬借２丁目、田中亮一郎社長）は、１０月５日にミャンマー・ヤンゴン市に自動車修理を主業務とする子会社を設立した。
　同社は中国の上海市と大連市に拠点を置き海外事業を展開しているが、ミャンマーを含む東南アジアには初進出になる。スタッフは日本からの自動車整備士など７人と現地協力者を合わせて１０人体制で、１２月１日から自動車の出張修理を開始。来春には自社の整備工場を立ち上げる。また、並行して現地から研修生を受け入れ、日本で技術を習得させた上で送り込む方針。５年後をめどにフランチャイズを含めて現地に２０か所の工場を開設し、年商１０億円を目指す。子会社は、投資形態としてミャンマー会社法の支店方式で設立。社名は「DAIICHI KOUTSU SANGYO CO.,LTD（YANGON BRANCH）」で、資本金は５万ＵＳドル。
　ミャンマーは日本の約１・８倍の国土を有し、人口は６０００万人超。中心都市のヤンゴン市は自動車ブームを迎えており、大半の自動車が中古車で、その８割程度が日本車で占められ、故障などのトラブル解決のために日本の高度な修理技術が求められているという。ミャンマー政府の要請を受け、今後の経済発展とロードサービス分野の潜在的な可能性を期待して進出に踏み切った。当初は自動車修理を手始めにスタートするが、将来的にはハイヤーやタクシーの運行を含めて事業拡大を図る考え。

	

	

	

	

	週刊経済：2012年11月6日発行　No．1277


おわりに
まとめると, 現在の政策が維持されるとすると

1 新車市場　まだ本格的に始まっていない　　中古車輸入が継続する限り伸びない

2 中古車市場　　輸入された中古車が年間５～１０万台程度販売される

3 生産　本格的な工場が建設される可能性は当面低い　　完成車（新車と中古車）で入ってくる

4 輸出　　可能性小さい

5 整備市場　　保有台数が増大するにつれて　その必要性が高まる

参考資料
ミャンマー特集／中古車輸出ビジネスで一際異彩を放つ日本・ミャンマー両国のブライトウイング社 2012年10月25日 
企業・団体

 HYPERLINK "javascript:addcss();%20invalidityprintcss();"  印刷 

　最近話題のミャンマー中古車輸出ビジネスの中でも、ひときわ異彩を放ち注目を集めている企業がある。その企業とは東京・板橋に本社がある有限会社ブライトウイング（飯島百合子代表）だ。同社の設立は２００５年、同時期にヤンゴン市内にも現地法人ミャンマーブライトウイングCO.,Ltd（テイン　トゥン　アウン代表）を設立し、両社で日本車の買い付け、輸出からミャンマーでの輸入、納車まで終始一貫したサービスを提供している。実は両社の代表は夫婦であり、現在は日本とミャンマーにそれぞれ別々に居を構え、中古車輸出ビジネスを展開している。２０１１年度の年間輸出台数は８００台、年商２億円(２０１２年６月決算)。今回、期末処理でアウン代表が来日したのを機に、ミャンマー中古車ビジネスに関し、これまでの経緯や実態、また今後の展開についてお二人から話を聞いた。
【地下鉄での偶然の出会いが】ブライトウイング社の飯島代表は、現在日本国籍を有しているが両親はミャンマー人で、ヤンゴン生まれの生粋のミャンマー人である。両親とも銀行員で外国為替の仕事をしていた関係から、子供の頃は自宅に外国のお客様がよく訪ねてきて、自然と外国語や外国の文化に触れあう機会が多かったという。その中でも日本語や日本の文化に憧れをもち、“いつかは日本で暮らしたい”と願うようになる。その後、名門のヤンゴン大学理学部を卒業し、２８歳の時に念願かなって日本への留学を果たすことができた。飲食店などのアルバイトをしながら専門学校を卒業し、そのまま日本のIT関連の企業に就職。２００２年に日本国籍を取得するまでになった。日本名は、大変お世話になった方の姓「飯島」と、以前からユリの花の美しさと漢字にした時の「百合」という言葉が好きだったことから「飯島百合子」に決めた。一方、アウン代表は１９７１年にヤンゴン市に生まれ、サラリーマンの家庭に育ち、飯島代表と同じヤンゴン大学の生物工学部を卒業し、貿易会社に就職した。会社を3年で退職した後、日本に来日しアルバイトをしながらお金を貯め、お金が貯まるとミャンマーに戻り、中古車を仕入れ転売、転売するとまた日本にきてお金を貯めるといった生活を繰り返していた。二人とも学部や学年は違うが同じ大学の出身で、２年ほど同じキャンパスに通っていた時期があり、お互い顔は知っていたが、親しく話すような間柄ではなかった。そんな二人が日本でアルバイトをしている時期に、勤務先に向かう地下鉄の中で偶然に再会したのである。その時のことを尋ねると、二人とも「まさかこの相手と結婚するとは思わなかった。ただ数少ない同郷の人間にあえた嬉しさと、大学の同窓生に会えた懐かしさがあった」と話す。その時は連絡先を交換し別れたが、当時は二人とも異国の地で生活する上でありがちな文化や慣習の違いによる戸惑いや悩みを多く抱えていたこともあり、定期的に電話をし、また休日には直接会って相談したり、また励まし合うようになった。そうしていくうちに二人の距離は縮まり、遂に２００２年、中野サンプラザにおいて、多くの友人・知人に祝福され華燭の点を迎えるに至った。
【会社の設立とこれまでの沿革】　結婚を機に新居を日本に構えたこともあって、アウン代表はそれまでの日本とミャンマーを定期的に往復する生活を変え、日本のIT関連（飯島社長は別の会社）の企業に就職し、定住することにした。実は以前から二人は、“いつかは起業する”という明確な目標を共有していた。従って、結婚後しばらくは二人ともがむしゃらに働き、開業資金を貯め、そしてある程度目処がたった２００５年に念願の起業を果たした。創業は中古車輸出ビジネスではなく、それまで勤務していたIT企業での経験を活かしたパソコン関連事業からのスタートとなった。具体的には、日本に留学しているミャンマー人学生を対象にしたパソコン教室の運営とWebサイトのショップから中古パソコンを購入し、これをリニューアルして再販、また修理するといったもの。この事業は比較的早く軌道に乗り、翌年には高田馬場に店舗を構えるまでになっている。そして創業から間もなく、新たな業務が加わった。それが中古車輸出に関するビジネスの依頼だった。飯島代表の知人に長年日本からタイやインドネシアを経由してミャンマーに中古車を輸出している会社の社長がいた。２００７年１０月、ミャンマーの首相に現大統領であるテイン・セイン氏が就任し、政治改革が開始され民主化の動きが出てきて、これに連動するかのように日本からの中古車輸出も活発になり始め、知人社長の会社も忙しさを増していった。飯島代表は学生時代から日本語が堪能であったため、よく頼まれてオークションへの問い合わせや陸送手配などの手伝っていたのだが、ここにきて改めてこの社長から飯島代表に業務支援の要請があった。飯島代表は元々この事業に対し興味を持っていたので設立時の定款に「中古車輸出」と記載しており、アウン代表と協議の上この要請を受託、パソコン関連事業に加えて、この中古車輸出支援が新たな業務として始まった。この業務を受託して以降、民主化の動きは活発化し、特に新政権下では「自動車普及率の向上」が主要政策の一つとなっていたことから、業務量は日毎に増加していった。飯島代表はこの業務を通じ、祖国の民主化を肌で実感するとともに、今後、日本からの中古車輸出は飛躍的に拡大するだろうという確信を掴む。しかし、どれだけ拡大しても業務支援はあくまでもサポートの範囲であり、やり甲斐や達成感というものが、今一つ感じられないでいた。また、このビジネスの可能性を考えると、どうしても主体的にやってみたいという思いが強くなっていった。考えた末、思い切って「直接やらせてほしい」と頼んでみた。当時依頼主の社長の会社では、増え続ける顧客を処理しきれなくなっていたこともあり、あくまでも既存顧客への業務支援は引き続き行うことを条件に快く了解してくれた。　
【本格的な中古車輸出ビジネスのスタート】　取引先の社長から快諾を頂いたことで、ブライトウイング社としての本格的な中古車輸出ビジネスがスタートする。　当初顧客は、業務支援で知り合った顧客の紹介で確保できる見込みがあり、仕入先のAA会場にも同社長の紹介で難なく入会、船の手配を含め輸出業務は業務支援でやっていることなので何の問題もなかったため、順調にいくかに見えた。しかし唯一問題だったのが、現車の引き渡しと代金回収である。２０１１年以降は現在のように直接ヤンゴンまで船で運ぶことができるようになるが、当時はタイやインドネシア、マレーシアを経由しなければならなかったからだ。いくつかの選択肢の中からコストや納期を考え、同社が選択したのはタイのメソッドルートだった。現車を日本からタイのバンコク港まで船で運び、その後、陸路でこのメソッドまで輸送し、国境の川岸でミャンマー側のバイヤー（当時は軍関係者が殆ど）に現金と引き換えるというやり方だ。一見、危ない取引きのように思えるが、当時はこれがスタンダードだった。しかしここは世界的にも有名な紛争地域でミャンマーから逃げ込んだ難民が２０万人避難している。日本のジャーナリストが現地で逮捕されたことも記憶に新しい。女性の飯島代表がやるにはあまりにも危険すぎる。そこで、アウン代表がこの業務を担当することになった。当時、アウン代表が行っていたパソコン関連事業の方も順調に推移し、黒字化されて同社にとっては主要事業として確立しつつあったが、“事業としての将来性とミャンマーの今後の経済発展に寄与できるのであれば”との思いから２００９年８月、高田馬場の店舗を閉め、パソコン関連事業を休眠し、輸出ビジネス一本に専念する結論を出したのである。当時を振り返って「結果的に見ると、正しい判断だったと言えるが、当時は何の裏付けもない中、安定した経営を敢えて投げ打って賭けに出たのは、かなり無謀な判断だったと思う」と口を揃える。意外なことに躊躇したのはアウン代表の方で、どちらかと言えば、思い切りの良い飯島代表の方が押し切ったとのことだった。
【現在の営業スタイルと両社の役割】　タイ・メソッドルートでの日本から中古車輸出がスタートし、半年もするとコンスタントに月で10台はこなすようになり、直接ヤンゴンに入るようになると取扱台数は倍増、２０１１年７月には月間２０台にまで拡大。ミャンマー政府が年式の古い車の代替促進策を打ち出した２０１１年９月にはさらに倍増し月間４０台ベースになって一気に飛躍した。正に時流を的確に掴みとった形となった。　現在のブライトウイング社のビジネススキームとしては、まず営業を担当するのは現地ヤンゴンのブライトウイング社で、新聞や雑誌などに広告を掲載しユーザーからの問い合わせを受け、購入希望者には直接事務所まで来てもらい、写真のような商談ブースで商談を行う。商談の進め方は、ユーザーから購入を希望する車輛の車種、グレード、年式、色等々の条件を聞き出し、日本のAA出品車の中から希望にマッチする車輛を２台にまで絞り込んでいく。そして乗り出しまでの価格と納期を確認した上で出品の早い方を第一希望とし、遅い方を第二希望とする。この情報は速やかに日本側のブライトウイング社に伝えられ、日本側のスタッフは現車を下見してセリに臨む。落札されると輸出抹消から船積みまで輸出処理全般を日本のブライトウイング社が輸出者（シッパー）として行い、現車をヤンゴンへと送る。ヤンゴンでは現地のブライトウイング社が輸入者（コンサイニー）となって、通関業務はじめ輸入処理を行い、最終的にユーザー名義に登録して納車する。　このスキームのウィークポイントは納期で、納車までにどれだけ最短でも２ヶ月は要すること。その間にユーザーの気が変わってしまうことがあり、特に最近は一連の規制緩和によって、ヤンゴン市内に中古車のショールームが増えたことで、目移りしてしまい、何かと難癖をいってはキャンセルしたがるユーザーが多くなったという。例えば、事前にしっかりと説明はしているものの、台風などの影響で船の到着が遅れることがあるが、それを理由に頑なにキャンセルしたがるのである。そこで同社もこれに対抗すべく新たにショールームの許可を取得し、すぐに登録納車が可能な展示車を置いて、新たな販売形態を展開したが、これも順調に推移し、結果的には販売台数を更に拡大することとなった。
【ミャンマー独自の輸入規制と商習慣によって生じる問題】これまでにドラスティックな決断やウィークポイントを逆転の発想で見事に淡々と時流を掴み取ったかに見える同社であるが、ミャンマー独自の輸入規制や商習慣など、難しい問題を抱えているのも現実だ。特にこうした問題は、仕入時のAA取り引きの際に生じている。　具体例を紹介すると、ミャンマーへの輸出車輛の中でも人気のあるトヨタのハリアーの場合、現地での相場は２０００年式が日本円で４０万円前後（輸入許可書取得費用は除く）だが、１年落ちの１９９９年式になると何と８０万円から１２０万円に跳ね上がる逆転現象が生じている。　何故このような現象が起きるかと言えば、輸入時の関税(CIF価格に対して課税)が、ミャンマーの場合、政府がCIF価格を設定していて、１９９９年式のハリアーは例外なく一律US$5000-、それに対し年式の高い２０００年式の方が僅か５分の１のUS$800-といった歪みによるものである。世界的に見てもレアケースと思われるが、この事情を知ってか知らずか定かではないが、日本国内で出品店が、現車の年式を２０００年式でも出品票には敢えて１９９９年式と記載し、ミャンマーの輸出業者が成約してしまうケースがある。この年式の違いはミャンマーの輸出業者にとっては大きな痛手となるので、当然ながらAAにクレームを入れるが、AA側は出品票記載の年式が現車よりも高く記載した場合はクレーム対象とするものの、現車よりも年式が低い場合はクレーム対象にしてもらえないのである。そのまま輸入してしまうと大きな損失が生じてしまうので、やむなくペナルティを払って一方的なキャンセルをすることになる。　また出品票にETC付きやナビ付きの記載があって、それをあてにして落札したところ、実際にETCが現車には付いてなかったり、ナビが不良の場合がある。これをAAにクレームを申し立てても、AA側はこちらがミャンマーへ輸出していることを知っているので、「ETCやナビが付いていてもミャンマーでは使えないでしょ」と相手にしてもらえない。　確かに、ミャンマーでETCやナビは使用できないのは事実だ。しかし、ETCやナビが車輛の付加価値を高めているのが実態だ。ミャンマーのユーザーにとって、ETCは日本から輸入されたことを示すステータスであり、ナビ自身は使えなくとも、ナビ画面でACやCDの調整をすることがステータスなのである。従って、実際にETCが付いていなかったりナビが不良であるとユーザーからは値引きを要請されてしまうのである。　あくまでも代表的なケースを２件あげたが、実際にはかなりのケースがある。本来であれば、このような輸入規制や商習慣の違いによって生じるクレームをAA側に理解してもらい受けてもらいたいところだが、いちいちレアケースに応じていられないというのも理解はできる。やはり自助努力で解決していかなければならないと実感している。具体的な防衛策としては、多くの車輛を落札するAA会場には下見要員を派遣して事前に現車をしっかり確認するようにしていると語ってくれた。
【ミャンマー中古車市場の今後の展望とブライトウイング社の夢】　最後にミャンマー中古車市場の今後の展望とブライトウイング社の夢について話を聞いた。　まずミャンマーの中古車市場については、「現政権下の目下の目的は自動車の普及であり、そのためにさらに規制を緩和してくる可能性はある。しかし逆に締めつけてくる可能性もあり、今後３年間位は不安定な状況が続くと思う」「しかし、今後ミャンマーで車が普及するとすれば日本の中古車以外は考えられず、将来的には安定的に売れていくことは間違いない」と語る。　また今後の課題としては、“部品供給を含めたアフターサービスの確立”“割賦販売を実現する銀行、信販会社の参入”“安心なクルマ社会を実現する保険会社の参入”等々をあげ、さらに「劣悪な電力事情が改善され、インターネット環境を含め通信インフラが充実してくれば、進捗の度合いは一気に加速するはず」としている。　ブライトウイング社の夢については、「私は日本でのビジネスを長年経験した実感として、日本人の仕事に対する考え方、取り組み方は世界一素晴らしいと思う。この経験を活かして、中古車ビジネス以外にも数多くの事業を導入し、雇用の場を創出して、結果的にミャンマーの子供たちの多くが平等に教育を受けられる環境を創りたい。それが私の夢だ」(飯島代表)。
　最近日本でもミャンマーのことが何かと話題になり、ミャンマーに進出したいという企業の方から多くの問い合わせがあるという。中には骨董無形な話もあるそうだが、一つ一つ誠実に話を聞いているという。なぜなら、案件が多ければ多いほどビジネスの可能性が拡がると考えているからだ。「新たなビジネスができればミャンマーに雇用の場ができ、子供たちが教育を受けられ、将来的にミャンマーの国が大きく発展する可能性が少しでもあれば、ブライトウイング社は全力でサポートしていく」(飯島代表)としている。　また現地法人代表のアウン氏は、「将来的に日本の技術とノウハウを結集した飲料や食料品のプラントをミャンマーに導入することが私の夢だ」とし、「日本式の厳しい生産工程の中で製造された良品質の商品(ミャンマー製)を日本に輸出するのではなく、ミャンマー国内で流通させ、ミャンマーの人達にも普通の生活の中で享受させたいから」なのだという。「実際にある中国人起業家がミャンマーにポテトチップのプラントを導入して大成功を収めている。ミャンマーではこれまでポテトチップとなる原材料のポテトはいくらでも生産されていたが、ポテトチップに加工する技術がなかったため、中国やタイから製品を輸入していた。しかしこのプラントが導入されたお陰で価格の安いポテトチップが手に入るようになり、雇用の場も創出されている」と具体的な事例をあげ、ミャンマーの経済的発展に大きく貢献できる可能性があると話してくれた。　同社ではすでに、いくつか導入に向けたリサーチを行っているとの事で、“コーディネートする仕事も、今後ブライトウイング社の主要事業として育ててきたい”と考えているそうだ。　わずか７年で飛躍的な成長を遂げたブライトウイング社。常に祖国の発展を考え、誠実に事業に取り組み、新しい目的に向かって前進している。無限の可能性を秘めたアジア最後のフロンティアであるミャンマー市場で、今後どれだけ成長していくのか大いに楽しみである。
【会社概要】会社名：有限会社ブライト　ウイング  本店所在地：〒137-0004　東京都板橋区板橋3-5-5-804号　TEL03-6915-5997 設立：2005年6月 代表取締役：飯島　百合子 社員数：5人 事業内容：貿易業（日本から中古車、コスメをミャンマーに輸出）年商：２億円（2012年6月決算実績） 累積輸出台数：約800台 会社名：Myanma Bright Wing Co.,Ltd 代表者：本店所在地：No152,First Floor Bo Aung Road, Kyauktadar Townshi Yangon Myanmar TEL:+95-1-385949設立：2005年6月代表取締役：テイン　トゥン　アウン 社員数：14人 事業内容：貿易業（日本から中古車、コスメをミャンマーに輸入）　　　旅行代理業（日本からミャンマーへの業務渡航受け入れ）　　中古車小売業（ショールームのライセンス取得） 事業計画：コスメ及び飲料のミャンマーへのプラント導入計画
※ミャンマーに事業進出を検討されている方で、お問い合わせを希望されている場合、日本側のブライトウイング社まで日本語でお気軽にお尋ね下さいとのことです。
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　確かに、ヤンゴン市内の自動車修理工場や中古車販売店を周ってみると、華僑が経営する店舗が多いことに気づく。足を延ばしてヤンゴン郊外の現地自動車メーカーの生産工場にも行ってみた。ミャンマーでも、自動車製造まで手がける工場は数少ない。生産台数も乗用車を月産500台ほどとまだ少ないが、溶接や塗装も自前でこなし、別の工場では金型やダイカスト部品も製造している。主要部品はまだ輸入に頼っている状況だが、現地組み立て工場としては立派なものだ。 かつては、日本の大手自動車メーカーがミャンマーで自動車の現地製造を計画していたという。しかし、ミャンマーの軍政化で米国政府の顔色を伺う日本企業は、ミャンマーでの本格製造には本腰を入れず、結局は新車の輸出を続けてきた。それをみたミャンマー政府は、日本メーカーの現地での製造許可を取り消し、現地ミャンマー資本の企業にのみ自動車製造を許可することになるのである。 私が訪れた企業は、中古で輸入した韓国製バスのガソリンエンジンを天然ガス（CNG）仕様に置き換える事業から始め、数年前にはミャンマー国産車の製造を手がけるまでになった。専門の販売店もヤンゴン市内に構えており、新車の売れ行きは順調だ。価格は１台80万円程度。ミャンマーの自動車は大部分が日本から輸入した中古車で、100万円程度のものがよく売れるという。その価格よりも安い「新車」ということで、国産車もなかなかの人気を博しているようだ。そしてこのメーカーも、現地資本といいつつオーナーは華僑なのである。彼は中国で苦労して自動車メーカーを立ち上げた後、ミャンマーにチャンスがありとみて十数年前に移住してきたのだという。ミャンマーに来て感じるのは、こうした華僑の力だ。どこにも中国人がいて、交渉や商談は中国スタイル。ASEANで商売をするにも、中国を学び中国流のビジネススタイルを身につけることは必須科目になりそうだ。 そう、この部品は「本物の偽物」なのである。つまり、中国のある工場が日本からの依頼を受け、日本の品質指導を受けて製造している部品なのだ。まったく同じ部品が日本に向けて輸出され、純正部品として日本で流通している。そういう意味では本物である。だが、流通ルートが正規ではない。その部品を作る中国の工場が、勝手に外国に横流しをしているという代物なのだ。 箱は、横流し分までは日本から支給してもらえないため、現地で製造している。つまり、偽物である。もちろん、「Made in Japan」というのも真っ赤なウソだ。　「こちらも見てください。これは明らかに中国製で偽物です」
この部品は、素人が見ても分かる粗悪品だ。しかし、ミャンマーではこの粗悪品が標準の保守パーツになっており、実際に多くの自動車に取り付けられている。日本から純正部品はなかなか手に入らず、入ったとしても高すぎる、ということのようだ。 　つまりは、高い日本の部品はミャンマーでは売れない、だから流通量も少ないということなのか。そんなことを聞いてみると、現地の人たちは「それは違う」のだという。 「いや、現地の修理工場はみな日本からの純正部品を求めています。中国製の部品を修理に使うと、必ず1年以内に壊れます。粗悪品は1週間も持ちません。これでは、我々修理工場の信用がなくなってしまいます。『全て日本からの純正部品で修理をして欲しい』と要望するお客様もたくさんいらっしゃいます。むしろ、高くても純正部品がいいと思っているお客様の方が多いのではないでしょうか」　意外な答えだった。しかも、この修理工場のオーナーが力説して言うのは、必ず日本から直接部品を持ってきて届けて欲しいというのだ。貿易というかたちをとると、途中ですり替えられたり、最初から偽物が入っていたりするのだという。 「中国製部品の場合、非常に精巧にできている場合も多く、自動車に装着して実際に走らせてみないと偽物と分からないものも結構あります。ただ、1週間もすれば決まって故障するので、使ってみれば分かるわけですが」 　修理工場の中を見学して見渡すと、修理のための設備はほぼ中国製であることも分かる。「○○工廠」「南京○○製造」などの銘板が装置に貼ってあるのだ。 「使っておられる機材はほとんど中国製ですね」「はい、そうです。修理用の機械類はほとんど中国製です。我々も中国から数年前に来た華僑で、これらを中国から直接持ってきたので、すぐに商売を始めることができたのです。ただ残念ながら、これらもよく壊れるのです」 
帝国データバンクによると、2012年10月31日時点でミャンマーに進出している日系企業は91社。2年前の52社に比べて約1.8倍に増加している。主な進出企業は、クボタ、岡谷鋼機、兼松、YKK、ハニーズなど。 内訳を業種別に見ると、「卸売業」が34社でトップ。次に「サービス業」（14社）、「製造業」（13社）が続いた。製造業は、2年前の7社からほぼ倍に増えた。業種別の内訳を増加率で見ると、「運輸・通信業」（10社）が2年前に比べて3.3倍増で最も顕著だった。 新外国投資法の制定で今後はその数も急増しそうだ。
　⇒ ミャンマー進出の日本企業は91社、製造業は倍に---帝国データバンク調査
中国、韓国との競争環境を勝ち抜くには

　大型商用車の多くは日本、韓国、中国から輸入されているが、ヤンゴンとマグウェの2カ所にミャンマー政府所有の工場がある。工場は、GVW13トン、21トンおよび25トンのトラック、オイルタンカーなどの特殊車両の生産能力を有するが、調査の結果、これら2工場で生産され現在市場で販売されているのは25トントラックのみである。　政府工場で生産されるトラックは型が古く、トラックのバイヤーは、政府工場で生産された新車よりも、日本製の中古車を購入する傾向にある。軽商用車を製造する現地メーカーはあるが、国内生産の大型トラックはまだ存在しない。　ミャンマーでは国内生産の車両が不足しているため、中古車をミャンマーに持ち込むにあたり、車両輸入業者が重要な役割を果たしている。　2009年より前は、車両の輸入は、製造、貿易、輸送などといった複数の事業を運営するミャンマー軍営企業など、限られた会社のみが行うことができた。しかし、2010年以降、私企業による車両の輸入が許可され、結果として、ミャンマーで入手可能な商用車のブランドや種類が増加した。以降、韓国および中国のブランドが市場シェアを伸ばしつつあり、日本の中古車と比べて低価格なことなら、シェアはさらに増加すると予想される。 ミャンマー政府も外国企業の投資を奨励  　最近になってようやく外国人にその門戸が開かれたミャンマーがもつ未開発の潜在性は、外国人投資家に大きな機会を提供する。ミャンマー政府も、国の経済発展のために、外国企業の投資を奨励している。外国の自動車メーカーは、多数のトラックやバスが必要となる多くのインフラ事業の恩恵を受ける可能性が高いといえる。鉱業は、引き続きミャンマーの主要産業の1つだが、ダンプカーをはじめとする重機が使用される。ミャンマーは、国内参入を検討している商用車メーカーにとって、魅力的な市場といえる。　しかし、外国の車両メーカーにとっての最大の課題は、トラックを手頃な値段で提供できるかどうかだ。現地企業には、特に日本やヨーロッパのブランドの商用新車を購入できるだけの財務的余裕がない可能性がある。その手頃感から、当面は、市場では中古車が主流となるだろう。また、外国企業は、頻繁に規制変更があるため、大規模投資は困難だと感じているのも実情だ。ミャンマーは労働人口のおよそ70%は農業出身者で、熟練エンジニア不足に直面しているという課題もある。　数多くのインフラ事業や未開発の天然資源を鑑みれば、ミャンマーが魅力的な商用車市場であることに疑いの余地はない。しかしながら、外国企業にとっては、規制変更を追跡し、適切な時期に市場参入することが重要です。市場が開放され、経済の自由化が進んではいるものの、リスクを軽減するため、政府との強いつながりをもつ理想的なビジネスパートナーを見つけたほうがよいだろう。（分析は、本多正樹＝フロスト＆サリバン）本多正樹（ほんだ・まさき）フロスト＆サリバン　アジア太平洋自動車＆交通部門主任コンサルタント。
主にアジア太平洋地域の自動車・交通業界に関する市場調査およびコンサルティングを担当。日本やシンガポールでの自動車メーカー、タイヤメーカー等での事業開発や海外営業などの経験に基づき、自動車や交通業界に向けてアジア太平洋地域における市場動向の調査やコンサルティングを実施している。フロスト＆サリバン  フロスト＆サリバン（http://www.frost.com）は、グロース・パートナーシップ・カンパニーとして、国際マーケティング、市場調査およびコンサルティングを通じて企業の成長を支援する成長戦略に特化した世界的なコンサルティング会社。世界80ヵ国をカバーする業界アナリストとコンサルタントを世界6大陸の40を超える拠点に持ち、主要な10の業界、35分野、300の市場を網羅し、企業の成長を加速させるためのサービスを全世界の様々な業界に向けて提供している。
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ミャンマーのトラックメーカー、スーパーセブンスターズモーターズ（ＳＳＳ）社の工場内（筆者撮影）

　2011年1月には、ミャンマーへの国別累計直接投資額で中国がタイを追い越して初のトップとなっている。2位はタイ、3位は香港、4位は韓国で日本はトップ5にも入っていない。中国の総投資額は約96億ドルで、その内訳は、水力発電42%、石油･ガス37%、金属資源17%、製造業4%となる。　すでに中国は自国の昆明とミャンマー第2の都市マンダレーを繋ぎ、前述したベンガル湾に面したチャウッピューに通じる天然ガスのパイプラインと道路を建設している。チャウッピューを経済特区として開発し、軍港建設も視野に入れる。　中国はインフラ建設の仕事場に陸続きの自国から労働者を連れてきて働かせるので、ミャンマーでは新しい雇用をほとんど生んでおらず、そればかりか国境にカジノを建設して暴利をむさぼっているとされる。国境地帯ではミャンマーの通貨「チャット」よりも人民元の方が幅を利かせているという。天然ガスを採掘してもミャンマーには付加価値が落ちていない。中国はミャンマーから収奪しているようにすら見える。　筆者はミャンマー初の民族資本による自動車メーカー「スーパーセブンスターズモーターズ(SSS)社」を訪れたが、実状は中国の新興トラックメーカーである「福田汽車」の技術供与によるノックダウン(KD)生産だった。工場には中国から輸入された在庫部品が多くあった。高まりつつあるミャンマーへの投資熱  　こうした情勢に対し、ミャンマー政府は中国の属国になりかねないと危機感を募らせ、米国との友好関係を構築し、自由化を推進する開放路線に切り替えた。2010年11月、総選挙を実施し、スーチー氏の軟禁を解除。2011年3月には民政移管され、テイン･セイン大統領が就任、急激に民主化･経済開放を進めている。中国一国に依存せず、欧米や日本から万遍なく資本やノウハウを受け入れる国造りに方針転換したのだ。　米国にとっても、ミャンマーが中国に属国化されれば、簡単にインド洋への出口を確保されることになり、現在の安全保障上のバランスが崩れかねないリスクを背負うことになる。
中古車の現地輸入規則および留意点：ミャンマー向け輸出 

Q. ミャンマーへ中古車を輸出する際の現地での輸入規則および輸入手続きについて教えてください。 

A. ミャンマーの貿易取引は全て許可制でのため、事前に現地で輸入ライセンスの取得が必要です。中古車の輸入規制は、2011年から2012年にかけて、以下の2つの政策が執行施行されたことで、大きく緩和されました。

I.　中古自動車輸入に関する規則 
現在、以下の2とおりの輸入方法が存在します。


1.　登録期間が長期に及ぶ中古車の代替プロジェクト 
1つ目は、2011年9月から実施されている政策です。 
これは、車両登録期間が長期に及ぶ、古い車両が持つ問題（燃費が悪い、安全性が低い、排気ガスが環境を汚染しているなど）を是正するために、古い車両を新しい年式の車両に取り替える政策（代替プロジェクト）です。 
このプロジェクトでは、所有している古い車両を廃車にして廃棄証明書を得れば、代わりの中古車を輸入するための輸入ライセンスが得られます。輸入ライセンスを得た人は、1996年～2006年式までの車両が輸入できます。なお、排気量1350cc以下でCIF5,000米ドル以下であれば、1996年～2010年までの車両が輸入できます。


この政策の留意点は以下のとおりです。

a. 廃車の対象となるのは、陸運局に登録のある車両のうち、登録期間が（1）40年を超える車両、（2）30年から40年の車両、（3）20年から30年の車両。 

b. 40年以上の車両から優先的に対象とされ、現在20年以上の車両も対象とされている。 

c. 廃車の依頼者は、陸運局に車両登録を行った本人でなければならない。 


2.　外貨預金口座を開設した人への輸入ライセンス 
2つ目の政策は、2012年5月から実施されている政策です。 
これは、外貨預金口座を開設したミャンマー国民に、2007年～2010年式の車両1台分の輸入許可が与えられるものです。排気量1350cc以下の車両の輸入には、車両登録料の大幅な減免措置（50％減免）が用意されています。


車両の輸入を希望する人は、以下の書類を車両輸入に関する管理委員会に提出します。

a. 車両輸入申請書 

b. 国民登録身分証明カードの原本と写し 

c. 銀行通帳とその写し 

d. 住民登録家族リストの原本とその写し 

e. 輸入予定の車両のインボイス 

f. 車両輸入に関する管理委員会に対して既に申請し、過去に輸入許可を発行された者ではないことを宣誓陳述する書類 


II.　日本からの輸出手続き 
1.　輸出者として用意しなければならない書類 
必要書類は「日本からの中古車輸出の際の通関手続き、および必要書類」（文末の参考資料・情報参照）で紹介している書類です。 
2.　輸出者として行わなければならない検査 
船積前検査が要求されています。 
ただし、実際には政府認定検査機関の指定がないため、ミャンマー向け中古車の船積前検査の実績はなく、輸出者がインボイス上で自己証明すればよいともいわれていますので、契約時に輸入者に直接ご確認ください。 
ちなみに検査事項は以下のとおりです。

a. エンジンの動作確認（動作に異常なく、真正かつ新しい部品に交換済みであること） 

b. ブレーキ含むシャーシの安全性（オーバーホールと必要な修理・部品交換が済んでいること） 

c. 車体状態（必要な修理・塗装がなされていること） 

d. 車内状態（清潔であること） 

e. バッテリーとタイヤ（新しいものに交換済みであること） 

f. ハンドル（左右の位置を問わないが、バスは左ハンドル車のみ輸入可能。） 

g. 政府認定検査機関からの検査を受けていること 


III.　輸入手続き 
輸入のつど、輸入ライセンスを取得し、輸入通関する必要があります。 
1.　輸入ライセンス（import license）取得 
まず、ミャンマー投資商業銀行（Myanmar Investment & Commercial Bank：MICB）またはミャンマー外国貿易銀行（Myanmar Foreign Trade Bank：MFTB）に外貨口座を開設します。


次に、商業省貿易局へ以下の書類を提出します。


申請書（会社のレターヘッド付き、6チャットの収入印紙のあるもの） 
プロフォーマ・インボイス（仕様の詳細、包装の形態、引渡し期日などが記載されたもの）

a. 販売契約書 

b. 銀行通帳（Bank Pass Book） 

c. 銀行発行のクレジット・アドバイス 

d. 輸出外貨保有証明書（Export Earning Recommendation：銀行発行） 

e. 関係省庁（および必要な場合は関係団体）からの推薦状 

f. 企業登記証（Company Registration Certificate：Copy） 

g. 輸出入者登録証（Exporter/Importer Registration Certificate：Copy） 

h. UMFCCI会員登録証 

i. 代表者カード（Representative Card：ライセンス申請登録者のカード） 


輸入ライセンス発給窓口は従来、首都ネピドーにある商業省貿易局だけでしたが、品目によってはヤンゴンでも発給を受けられるようになりました。ライセンスの発給申請は、輸出入調整委員会（EICC）、輸出入監督委員会（EISC）で審査され、さらに、貿易政策審議会（TC）の許可を得た上で発給されることになっています。通常、窓口申請から発給まで2～3週間程度必要です。


この時、輸入製品のCIF相当額（ヤンゴン港到着時）に応じた手数料を商業省貿易局に支払います。 
輸入者は輸入代金相当の「外貨」を保有していなければなりません（従来、ミャンマーからの輸出で得た外貨の価額内でしか輸入できませんでしたが、2013年現在は、外貨預金口座の残高を充当できます）。 
また、輸入決済は従来、取消不能信用状（L/C）の開設が必要でしたが、2012年6月からT/T送金も可能となりました。 
［注］2013年3月時点で、米国の経済制裁の影響から、米ドル建て決済を扱う邦銀はまだ限定されていますので、事前によく確認しておく必要があります。


2.　輸入通関 
ミャンマー側の取引銀行で決済し、船積書類を入手した上で、通関手続きを開始します。 
輸入許可の取得前に当該貨物が輸入相手業者から輸出された場合、ペナルティーが科せられるので十分な注意が必要です。 
以下の書類を整え、輸入申告書を税関局（Custom Department）に提出します。これらの書類のうち輸出者が送らなければならない書類はb, c, d, e, f, g です。 

a. 輸入ライセンス 

b. B/L（オリジナルを1セット） 

c. Bill of Exchange 

d. コマーシャル・インボイス 

e. パッキング・リスト 

f. 保険証券 

g. Inspection & Testing Certificate（船積前検査証明書）［注］実務上はインボイス上で自己証明すればよいとされる 

h. 輸入品に関する推薦状（関連省庁から） 

i. delivery order by discharging port shipping agent 

j. special power of attorney （to clearance agent） 

k. 企業登記証（Company Registration Certificate copy） 

l. 輸出入者登録証（Exporter/Importer registration certificate copy） 


3.　車両登録手続き 
通関手続き終了後、ただちに、全国50カ所の鉄道運輸省自動車交通管理部で車両登録の必要があります。


a.　必要書類 
輸入申告書（税関発行） 
輸入ライセンスおよび輸入ライセンス 
輸入証明書（税関発行） 
自動車保険証

b.　車両登録料 
鉄道運輸省自動車交通管理部の2012年9月決定によれば、代替プロジェクトで輸入する場合の車両登録料は、従来の排気量別ではなく、ナンバープレート別に徴収されます。「BA」のナンバーでは40％、「NA」「PA」のナンバーは60％と定められています。

代替プロジェクト以外での輸入にかかる料率は以下のとおりです。

1350cc以下の乗用車：50％ 
1351cc以上2000ccまで：80％ 
2001ccから5000ccまで：100％ 
5001cc以上の車両：120％ 


IV.　輸入関税、商業税 
1.　輸入関税 
輸入時は関税率表にしたがって、輸入関税（Import Duty）を支払います。課税基準はCIF価格です。 
＜輸入関税率＞

バス：3％ 

乗用車：原則的に排気量2000cc未満は30％、2000cc以上は40％ 

貨物自動車：3％ 


2.　商業税 
輸入時に商業税（Commercial Tax）も課税されます（税率は品目によって異なります）。課税基準は陸揚時の価格（CIF価格と輸入関税額の合計）です。 
ピックアップトラック、トラック、ミニバス、バス、特殊車両は20％、その他は25％です。


2013年3月時点で、主な条件は以上のとおりですが、規制はこれまで頻繁に変更されており、今後、さらに多くの変更が行われることが確実に予測されます。実際の取引時には、輸入者を通じて十分確認しながら進めることが肝要です。 

関係機関 

在日ミャンマー連邦大使館 

商業省貿易局国際貿易促進部（Ministry of Commerce, Directorate of Trade, International Trade Promotion Dept.）TEL 95-67-408269 FAX 95-67-408004 
鉄道運輸省自動車交通管理部（Ministry of Rail Transportation, Road Transport Administration Department） 

参考資料・情報 
『Customs tariff of Myanmar』Myanmar Customs Department、2012 
ジェトロ： 
ミャンマー・貿易為替管理制度―輸出入手続き 
貿易・投資相談Q&A「 中古車輸出の際の通関手続きおよび必要書類 」 

調査時点：2013/03

記事番号：A-021209
最終更新日以降に確認された各種制度の変更情報です。

2011年10月12日

一部品目の輸出入ライセンス、ヤンゴンで発給可能に (ミャンマー)
輸出入許可申請
商業省

必要書類等
輸出入業者登録を済ませ、輸出入のつど輸出入ライセンスを取得する必要がある。なお、これまではライセンス取得のためにネピドーの商業省窓口まで出向き申請を行う必要があったが、2011年10月より、一部の輸入品を除き、商業省のヤンゴン支局で申請が可能となった。

輸出入を行いたいと考える個人および企業は、まず初めに貿易業ができる企業を設立する必要がある（詳しくは「会社設立手続き・必要書類」の項を参照）。外国企業は、2002年から貿易業としての登録が凍結されているため、現状、ミャンマー現地企業のみ貿易業の登録が可能である（ただし、委託加工業者、製造業者の場合は、外国企業であっても、原材料、加工品等の輸出入は可能である。前述の「貿易業」はいわゆる製造を伴わない農水産品等の物品貿易取引を対象としたもの）。

次に、企業設立後、輸出入業者登録を行う必要があるが、その登録は所定の申請用紙を商業省貿易局（Ministry of Commerce, Directorate of Trade）に提出することにより行う。その際、以下の書類を添付しなければならない。 
・会社設立証書 
・通常定款・基本定款 
・書式VI（分配報告書） 
・書式XXVI（取締役、経営者、支配人に関する詳細とその変更） 
・書式I（事業許可証） 
・事務所設立に関する保証およびそれを証明する賃借契約書など 
・申請者のパスポートもしくは国民登録カード（NRC）の写し 
（登録までには通常1週間程度かかる）

手続き終了後、輸出入者登録証（Exporter/Importer Registration Certificate）を取得できる。輸出入者登録の費用としては2年間有効の場合、100,000チャット、1年間有効の場合、50,000チャットかかる（期限3ヶ月前に申請が必要で、期限後の申請にはその期間により5,000チャットから30,000チャットの罰金が科せられるので要注意）。また、法規則に従わなかった申請者は輸出入者登録証を取り消される。

次に、ミャンマー連邦商工会議所連盟（UMFCCI: The Union of Myanmar Federation of Chambers of Commerce and Industry）への加入を済ませなければならない（例外として、水産業者の場合は、UMFCCIではなくミャンマー水産業連盟Myanmar Fisheries Federationに登録してもよい）。入会金は300ドル（もしくは300FEC）、年会費は150ドル（150FEC）である。原産地証明発行などのために必要となる。 
商業省への輸出入業者登録、UMFCCI等に加盟したのち、以下のとおり、個々の輸出、輸入の手続きを行うことになる。

なお、通常の物品貿易とは別に、縫製品などの委託加工形態による輸出入を行う場合がある（原材料を輸入し、ミャンマーで加工し、完成品を原則すべて輸出する、加工者はその委託加工賃を得るという形態）。ミャンマーでは、このビジネス形態を通常CMPと呼ぶ（Cutting, Making and Packingの略、以下、CMPと記載）。CMP形態の場合、事前にミャンマー投資委員会（Myanmar Investment Commission）に申請・承認を得た上で、企業登記手続きを行うことで、原材料輸入の免税を得ることができる（すでに他ビジネスを行うものが、CMPビジネスを業務に加えることはできないため、独立した会社を設立する必要がある）。CMP企業の場合も、先に述べた輸出入業者登録、UMFCCI加盟を同様に行う必要があり、以下に述べる輸出入手続きも他の物品貿易と基本的に同じだが、一部必要がある場合は特記することとする。

（輸出手続） 
・輸出を行うには、輸出の都度、1.「輸出ライセンス」を取得した上で、2.「輸出通関」する必要がある。

＜1.輸出ライセンス取得＞ 
・登録輸出業者は、商業省貿易局の定めにしたがい、輸出ライセンス（export license）を取得しなければならない。 輸出ライセンス有効期限は3ヶ月。

・輸出ライセンスの交付には手数料は不要。

・輸出ライセンス取得に必要な書類は、次のとおり（注1、２）。

1）申請書（会社のレターヘッド付きのもの） 
2）申請書（6チャットの収入印紙のあるもの） 
3）プロフォーマ・インボイス 
4）販売契約書 
5）関係省庁からの推薦状 
6）企業登記証（Company Registration Certificate; Copy） 
7）輸出入者登録証（Exporter/Importer Registration Certificate; Copy） 
8）UMFCCI会員登録証 
9）代表者カード（Representative Card; ライセンス申請登録者のカード） 

注1）CMPの輸出入ライセンス申請については、通常の書類に加えて第一工業省（Ministry of Industry 1）の承認状（approval letter）とCMP Steering Committeeの承認状をそろえる必要がある。 
注2）輸出価格が妥当かどうかの確認を、貿易局が独自の価格表（Price List）に沿って行うことが原則になっているが、場合によってはUMFCCIや関係団体・省庁の確認を必要とする。

・輸出ライセンスの窓口は商業省貿易局であるが、輸出入調整委員会（EICC）、輸出入監督委員会（EISC）で審査されライセンスが発給される手続きとなっている。ただし、CMPの輸出にあたっては、輸出入調整委員会の審議までとなっている（輸入も同様）。通常、窓口申請からライセンス発給まで数週間程度必要であるが、CMPの場合は1～3日程度で済む（場合によって、長くかかることもある）。各会については、次のとおり。 

○輸出入調整委員会（EICC：Export Import Coordination Committee）：貿易局の課長レベルで組織される委員会で、時に局長、または、商業副大臣が参加する。貿易局で受け付けた輸出入ライセンス申請を実務レベルで審議。

○輸出入監督委員会（EISC：Export Import Supervisory Committee）：貿易関連の4閣僚で組織される委員会で、EICCの上位に設置されている。4閣僚は、運輸大臣、畜水産大臣、財政歳入大臣、商業大臣。運輸大臣が委員長を務め、EICCで審議された輸出入ライセンス申請を次の貿易政策審議会に挙げる前に精査。


＜2.輸出通関＞ 
・輸出物品の出荷に際しては、輸出申告書とともに以下の書類を税関局に提出しなければならない。 
1）輸出ライセンス 
2）信用状または支払通知（内国電信為替番号が記されているもの） 
3）コマーシャル・インボイス 
4）パッキング・リスト 
5）船積み指図書（Shipping Instruction） 
6）本船予約票（Booking Note） 
7）製品サンプル 
8）（必要な場合）輸出品の推薦状、許可証など 
林業製品の輸出の場合は林業許可証（Forest pass） 
家畜の生体輸出の場合は保健証明証 
野生動物の生体輸出の場合は林業許可証 
関係省庁が発行するその他の証明書 
9）企業登記証（Company Registration Certificate: Copy） 
10）輸出入者登録証（Exporter/Importer Registration Certificate: Copy）

・輸出通関する場合は、必ず輸出代金相当の信用状（L/C）を入手するか、または、事前にT/T送金を受けていなければならない（上の2番目参照）。輸出品の買い手（輸入者）が、信用状決済を希望する場合は、ミャンマー投資商業銀行（MICB）またはミャンマー外国貿易銀行（MFTB）の取引先銀行もしくはMICB/MFTBが認める銀行を通じ、MICB/MFTBに取消不能信用状を開設しなければならない。送金決済の場合も、MICB/MFTB宛に振り込まれている必要がある。ただし、ドル決済については依然米国の経済制裁の影響から銀行で取り扱われないこともあるため、事前によく確認しておく必要がある。 
・従来、輸出代金相当額が輸入者からミャンマーの銀行（MICB/MFTB）に振り込まれる際に、商業税8％及び所得税2％の合計10％（縫製業等のCMP事業者の委託加工賃は10％全部が所得税）で構成される、いわゆる輸出税（Export Tax）が課税（天引き）されていた。輸出税は、2011年7月に合計7％（商業税5％及び所得税2％）、同年8月には所得税2％のみに減税され、2012年4月からは0％となっている。また、CMPに対する輸出税についても、2012年8月に2％、2012年4月からは0％と同様の措置が取られている。一方、次の5品目については、輸出にあたって商業税が課されるようになった。 
チーク材: 50% 
その他の堅木 : 50% 
宝石・ヒスイ: 30% 
原油: 10% 
天然ガス: 8% 
なお、輸出税を払った外貨は、「輸出外貨（Export Earning）」として取引されてきたが、現在、輸出外貨でなくても輸入できるようになっている（「輸入手続」の項も参照）。 
・輸出代金相当額が輸入者からミャンマーの銀行（MICB/MFTB）に振り込まれたときに、商業税8％および法人所得税2％の計10％が課税（CMPの場合は、10％すべて法人所得税。入金総額・売り上げから10％相当額が天引き）された上で、自分の口座に振り込まれるので注意。いわゆる輸出税（Export Tax）と呼ばれる。輸出税を払った外貨は、「輸出外貨（Export Earning）」として取引される（「輸入手続」の項も参照）。 
・（輸入側の特恵関税適用申請のため）輸出通関および船積み後、B/L等の船積書類を揃え、商業省貿易局で「Form A（GSP用）」、「Form AJ（AJCEP用）」等の特定原産地証明書取得手続きをする。場合によっては、UMFCCIで「原産地証明書（Country of Origin）」の取得申請手続きをする。 

（輸入手続） 
・輸入の手続きにあたっても輸出同様、輸入の都度、1.「輸入ライセンス」を取得した上で、2.「輸入通関」する必要がある。 輸入ライセンスの有効期限は3ヶ月。

＜1.輸入ライセンス取得＞ 
・輸入ライセンス（import license）の申請を行うには、まずMICBまたはMFTB（外為銀行）に外貨口座を開設しなければならない。 
・輸入ライセンスの取得にあたっては、輸入製品のCIF相当額（ヤンゴン港到着時）に応じた手数料を支払わなければならない。 
・ミャンマーは輸出第一政策を採用しているため、原則、輸出で稼いだ外貨の範囲内でしか輸入できない仕組みであり、輸入を行うには輸入代金相当の「輸出外貨（輸出で稼いだ外貨）」を保有していなければならなかった（輸出外貨には輸入する権利が付いている）が、2012年4月、外貨口座を所有する個人、企業は輸出外貨を所持していなくとも輸入が行えるように規制緩和が行われた。 
・しかし依然「輸出外貨」は廃止されたわけではなく、輸出入者間で取引することができる（以下に記載する申請書類のうち5～7番の書類が関連する）。 
・輸入業者は取消不能信用状（L/C）を開設しなければならない。T/T送金は不可だったが、2012年6月以降、可能となっている。 
・原則、CIF条件での輸入（FOBべ一スでの輸入の場合、輸入業者はミャンマー保険（Myanma Insurance）による保険をかけ、ミャンマー・ファイブスター・ラインに積み荷予約を済ます必要があるが、複雑で現実的でない。なお、CFR(C&F)条件で、ミャンマー保険で海上保険を付保し、輸入しているケースもある）。 
・輸入ライセンス取得にあたっては、以下の書類を商業省貿易局へ提出（注3）。 
1）申請書（会社のレターヘッド付きのもの） 
2）申請書（6チャットの収入印紙のあるもの） 
3）プロフォーマ・インボイス（仕様の詳細、包装の形態、引き渡し期日などが記載されたもの） 
4）販売契約書 
5）銀行通帳（Bank Pass Book） 
6）銀行発行のクレジット・アドバイス 
7）輸出外貨保有証明書（Export Earning Recommendation; 銀行発行） 
8）関係省庁（および必要な場合は関係団体）からの推薦状 
9）企業登記証（Company Registration Certificate; Copy） 
10）輸出入者登録証（Exporter/Importer Registration Certificate; Copy） 
11）UMFCCI会員登録証 
12）代表者カード（Representative Card; ライセンス申請登録者のカード） 
注3）注1、注2に記載のとおり、CMPの必要書類、輸入価格確認は輸出の場合と同様。

・輸入ライセンス発給も、輸出と同様、貿易局を窓口に関係委員会等で審議される（発給までの期間も輸出同様）。 
・ただし、ミャンマー政府は外貨不足のため輸出第一政策を採っていることから、輸入ライセンス入手が困難な場合もある。取り扱う商材にあわせて事前によく確認する必要がある。

＜2.輸入通関＞ 
・ミャンマーの取引銀行（L/C発行銀行：通常MICBまたはMFTB）にて決済し、船積書類を入手した上で、通関手続を開始する（事前に通関業者に本船到着、貨物到着の予定を連絡しておくことは必要だが、実際の通関手続きは書類がないとできない。しかし、積地の銀行よりMICB/MFTBへ通知が入り、当該銀行がBank Guaranteeを発行すればShipping AgentはRelease Orderを出すので、銀行に書類が到着しなくても通関手続きは可能。ただし、ミャンマーの場合は、この手続きに日数を要すため、結果的に銀行に書類が到着するのを待つのとあまり変わらないことが多い）。 
注：輸入ライセンスの取得前に当該貨物が輸入相手業者から輸出された場合、ペナルティーがかせられるので十分な注意が必要である。 また、当該貨物は輸入ライセンスに記載されたLast date of import以前に到着する必要がある。 
・以下の書類を整え、輸入申告書を税関局（Custom Department）に提出する。 
1）輸入ライセンス 
2）Bill of Exchange 
3）コマーシャル・インボイス 
4）パッキング・リスト 
5）Inspection & Testing Certificate 
6）保険証券 
7）輸入品に関する推薦状（関連省庁から） 
8）B/L（オリジナルを1セット） 
9）delivery order by discharging port shipping agent 
10）special power of attorney (to clearance agent) 
11）企業登記証（Company Registration Certificate copy） 
12）輸出入者登録証（Exporter/Importer registration certificate copy） 
・輸入の際は関税率表にしたがって、輸入関税（Import Duty）を支払わなければならない。輸入関税は、CIF相当額および陸揚費用（CIF相当額の0.5％）の合計額を課税対象額として計算される。また、輸入関税と同時に商業税（Commercial Tax）の課税も行われる（商業税の税率は、品目によって異なる）。商業税の課税は陸揚時の価格（輸入関税課税対象額と輸入関税額の合計）を課税対象額として行われる。これらの課税は、税関手続の際に行われる。 

（以上、商業省およびミャンマー商工会議所連盟、通関業者協会などに確認。近年も引き続き文書で発表されることなく運用が変更されることが多く、特に輸入に関しては今後も大幅に規制緩和が進む可能性も高いため、実際に取引する場合は必ず事前に関係各所に確認すること。）

（委託加工に関する手続） 
2002年6月4日付記者発表により、2002年11月30日以降、MICの許可なく委託加工を行った場合は輸出入許可を発給しないこととする。

（輸出入に関する関連省庁の推薦状） 
食品の輸出入許可取得にあたっては、保健省保健局食品・医薬品管理部（Food & Drug Administration）の推薦状が必要となった（2002年4月1日付記者発表）。

麻薬対策の見地から25品目の化学物質を保健省の管理対象とし、当該化学物質の輸出入を申請するものは、事前に保健省化学物質管理委員会の推薦状取得が必要（2002年6月5日付記者発表No.8）。 
さらに、保健省が告示によって定めた管理予備薬品に該当する麻薬及び精神物質の生産に使用する品目の輸出入にあたっては、保健省管理予備薬品監督委員会の推薦状取得が必要（2004年7月1日付内務省告示第3号「管理予備薬品の監督に関する規則」）

木製品輸出許可申請にあたっては、原料木材を外貨で正規購入した旨を証明する林業局発行のリスト提出が必要（2002年9月6日付記者発表 No.15/2002）。

（Trade Policy Council：T/Cによる審査） 
セメントおよび鉄鋼製品等建設資材の輸入許可申請はすべてT/Cの審査対象とする（2002年8月6日付記者発表No.12/2002）。

（CMPの国境貿易許可について） 
従来、縫製業をはじめとする委託加工業者（CMP）に対しては、一部の例外を除き、国境貿易が許可されておらず、輸出入ライセンス発給が許可されなかった。しかしながら、日緬官民合貿易投資ワークショップを開催した2009年9月に国境貿易局からライセンス発給が許可されることを確認、実際に発給されている。

（輸出外貨の対象拡大について） 
ミャンマーは輸出第1政策をとっているため、輸出で稼いだ外貨（輸出外貨）でしか輸入ができない制度になっていった。政府は2010年1月1日から、ホテル・旅行業者らが取得した外貨も所得税を納付済みならば輸入権付きの外貨として取引できることを認めた。

従来、ミャンマーで「輸入権」付きの外貨として取引されてきたのは、a.農産品などを輸出して稼いだ外貨（輸出外貨：Export Earning Dollar）、b.宝石入札展で得た外貨、c.縫製業などの委託加工事業者が獲得した外貨、d.船員などが海外で働いて得た外貨、の4種類だった。

今回、対象が広げられたのは、a.ホテル・旅行業者らが得た外貨、b.宝石入札展以外で、宝石、手工芸品などを国内で販売して得た外貨、c.家、土地、建物などの賃料収入として得た外貨、d.国内外で給料として得た外貨、e.国内外でのサービス提供料として得た外貨、の5種類。

外貨預金口座を持ち、10％の所得税を支払った後、上記外貨を保持している者は、貿易権を持つ正式登録された輸入業者に、輸入権付き外貨として銀行間送金・転売できるようになった（上記外貨保持者が自ら輸入できるわけではない。また、転売は1回だけで、再転売はできない）。

転売に当たっては、真に認められる外貨であることを証明する必要がある。例えば給料の場合だと会社の登記簿や雇用契約書などの提出が求められ、不動産から得た外貨なら合法的な賃借契約があることが求められる。取引が認められる外貨は10年1月1日以降の取得分に限られるが、急に外貨預金が大量に行われた場合などは外為銀行が輸出外貨として認められるかどうかを確認する。外為銀行が輸出外貨として取引を認めた場合は、輸出外貨を買った輸入業者は商業省から輸入ライセンスの発行を受けられる。

さらに、2012年4月には、外貨口座を所有する個人、企業は輸出外貨を所持していなくとも輸入が行えるように規制緩和が行われた。しかし、依然として、「輸出外貨」は廃止されたわけではなく、輸出入者間で取引することができる。

（トラックや二輪車の輸入規制を緩和） 
2010年1月1日からトラックなど商用・産業用自動車（四輪車）と二輪車の輸入規制が緩和され、輸入ライセンス取得に当たって従来必要とされていた関係省庁の推薦状が不要になった。当該製品の輸入も既に開始されているという。

今回の輸入規制緩和措置の対象となった商用・産業用自動車（四輪車）は、乗客用バス、トラック（ボックス・トラックを含む）とトラクター、フォークリフトなどの建設機械に限られ、サルーン、ワゴンなどの一般乗用車、高級車は対象外となっている。これまでは建設プロジェクトなどに関連して関係省庁が認めた場合にしか商用・産業用自動車の輸入は許可されなかったが、今後はその推薦状がなくても輸入できる。 

また、乗客用バスについては、a.新車（ただし、製造年が03年以降のモデルに限る）、b.20席以上、c.左ハンドル、であることが求められる。乗客用バス以外の商用・産業用自動車については、a.新車または修理後の中古も可（ただし、製造年が03年以降のモデルに限る）、b.左ハンドル、が条件になる。

一方、二輪車も新車に限り輸入が解禁された（特に製造年の限定はない）。従来、新車、中古にかかわらず、完成車の輸入は原則禁止されていた（注）。

なお、今回の措置後、左ハンドルへの付け替えが新たに求められたことで一部混乱もあるようだ。二輪車については、ヤンゴン港からではなく、正式な手続きを経て国境経由で輸入が始まっているという。

（注）ヤンゴン市内では、現在、二輪車の使用は禁じられており、その規制の変更はない。マンダレーなど、ヤンゴン市以外での地域では二輪車の使用は可能。 

（乗用車の輸入規制を緩和） 
2011年9月、これまで厳しく制限されてきた乗用車輸入が大幅に緩和された。当初は、40年以上の中古車の買換えから徐々に進められ、2012年5月以降、外貨が口座に預金されてさえいれば乗用車輸入ができるようになった（当初は中古のみだったが、現在は新車の輸入も可能）。日本を中心に中古車オークションで集めた多くの車がミャンマーに輸入されるようになっており、ミャンマー国内の中古車相場価格はかつてから比べると大幅に安くなっている。なお、右ハンドル、左ハンドルの制限はそれほど厳しくない模様。

中古車輸出の際の必要書類と手続き 

Q. 日本から中古車を輸出する際の必要書類と手続きについて教えてください。 

A. 

I.　中古車を輸出する際の必要書類 
現地での輸入に必要な書類については必ず海外バイヤーに確認することが鉄則ですが、通常日本側からの輸出で必要とされる通関書類は以下のとおりです。

a. インボイス 

b. パッキングリスト 

c. B/L 

d. 輸出抹消登録証明書（日本語、英語併記のフォーム使用） 

e. 船積前検査証明書（バイヤーから要求された場合） 


II.　中古車輸出の手続き 
1.　商売目的で中古車の輸出を行う場合は、都道府県の公安委員会で古物商の許可を取得します。

税関で輸出申告する際の必要条件ではありませんが、日本国内で中古品の買取りをする際には輸出目的であっても古物商許可が必要です。ちなみにインターネット上でオークションサイトを運営する場合は、古物競りあっせん業の届出も必要です。


2.　海外バイヤーと売買契約書（主に英文）を締結します。 
支払条件がADVANCED PAYMENT（前払い条件）の場合は、代金の入金を確認してから仕入れを行うのが普通です。契約＝即仕入れでは、代金が回収できないというリスクが発生します。


3.　輸出通関手続きを円滑に行うため、中古車輸出に慣れた通関業者を選び、輸出書類［インボイス（送り状）やパッキングリスト（梱包明細書）］等を作成します。インボイスには車種、車体番号、年式、ガソリン車／ディーゼル車の区別、排気量などを明記します。


4.　仕向け地へ運ぶ船腹手配（Booking）をします。FOB契約の場合はバイヤーが船を予約します。


5.　各地の運輸局で輸出抹消仮登録（一時抹消登録していない車両）、または輸出予定届出証明書（一時抹消登録している車両）の交付を受けます。 
この証明書は有効期限（6カ月）内に税関に輸出申告する際に提出します。 
軽自動車や特殊車両でも道路運送車両法上の自動車登録がされているものはすべて対象となります。 
ただし、ブレークダウン（バラバラに）した車両は使用済み自動車扱いとなり、これを輸出する場合は部品扱いとなります。 
なお、これらの証明書は輸入地で英文併記のものを要求される場合が多いので、現地バイヤーに確認して対応してください。


6.　通関業者と打ち合わせ、輸出車を指定された保税地域に搬入します。 
輸出車の車体やタイヤに泥などが付着していたり、車内に植物や種子などが発見されると、輸入国で検疫の問題が発生し、通関できなかったり、消毒費用等が発生して輸入者からのクレームにつながる恐れもありますので、十分に洗車、清掃を行う必要があります。 
また室内やトランクルームに標準装備品（通常は予備タイヤ1本と工具類1式）と仕入書記載貨物以外の物品があると、密輸出の嫌疑を受けて中古車本体の輸出許可も止まる恐れがありますので注意してください。 
例えば車にカーステレオを取り付けずに無償で供与するような場合は、CAR STEREO 1PC　￥1,000（No Value）のように送り状に追記します。


7.　税関申告、検査、許可 
近年、各地で自動車や自動二輪、建設重機などの盗難事件が多発し、その一部が海外に不正輸出され、社会問題になっています。このため、税関も輸出申告の審査の際には、関係機関と連絡をとって盗難車でないことを確認したり、現物検査の体制を強化して不正輸出の防止に努めています。 
中古自動二輪は返納証明書の原本、中古建設重機は譲渡証明書または売買時の請求書や領収書の写し、ブレークダウンした車両（パーツ）は登録事項証明書などを輸出申告書類に添付します。さらに盗難車を不法解体してパーツで輸出する事例が増加してきたことから、適法に解体されたものであることを確認するため、マニフェスト（管理表）の提示を求める税関官署もあります。 
なお、輸出相手国や需要者により安全保障貿易管理における、キャッチオール規制の対象となる可能性があるため、「 安全保障貿易管理におけるキャッチオール規制 」を参照いただき、海外バイヤーの事業内容を把握し、問題ないことを確認しておく必要があります。 
税関検査に時間がかかっても対応できるよう、船積みまでの時間に余裕をもって申告してください。 
輸出が許可されると、税関から国土交通省に輸出許可情報が送信され、輸出抹消情報が公益財団法人自動車リサイクル促進センター（JARC）へ送信されます。


8.　船積み後、通関業者は船会社が発行するB/Lを取得し、輸出許可書などと共に輸出者に届けてくれます。 
なお、コンテナ詰めの場合は船会社からガソリン抜き、バッテリーのターミナル外し、エアコンのフロン代替ガス廃棄の証明書を求められることがあります。 
輸出者は、船積み後、 「再資源化預託金等の取戻し申請書」 、 「輸出抹消仮登録証明書」または「輸出予定届出証明書」の写し 、「輸出許可書」の写し（車体番号が記載されていること）、 「船荷証券」の写し（車体番号が記載されていること）を添えてJARCにリサイクル料金の返還請求を行います。

2005年から「使用済自動車の再資源化等に関する法律」（通称：自動車リサイクル法）が施行され、新車の購入時、またはそれ以前に購入した車については最初の車検時か廃車時に、車種に応じたリサイクル料金を支払うことになっています。このリサイクル料金と輸出抹消登録情報はJARCによって管理されており、これら情報を照合し料金の返還をします。 
中古車輸出業者は、自動車リサイクルシステムへの登録を行うことでオンラインで手続きを行うことができ、返還手数料も安くなります。


関係機関 

税関（盗難自動車） 


全国運輸支局 


財団法人 自動車リサイクル促進センター 


関係法令 
経済産業省： 
自動車リサイクル法 


参考資料・情報 
ジェトロ： 
貿易・投資相談Q&A「 安全保障貿易管理におけるキャッチオール規制 」


調査時点：2012/09

自動車部品の現地輸入規則および留意点：ミャンマー向け輸出 

Q. ミャンマー向けに自動車部品を輸出する際の現地輸入規則と留意点について教えてください。 

A. 

I.　輸入時の規制および手続き 
輸出入管理法（Control of Imports and Exports（Temporary）Act 1947、1957年、1960年改正）によると、新品の自動車部品について輸入規制はありません。しかし、交換目的以外の部品や車体部品の輸入許可は下りにくく、ノックダウン用パーツも制限されているようです。なお、申請した数量がそのまま許可されわけではない点に注意が必要です。 
近年、法制度の変更が多くなっています。取引する場合は、必ず事前に関係各所に確認してください。 
1.　規制の有無、法令根拠 
輸入者は、輸出入者登録令（1954年8月4日施行）により、商業省貿易局（Ministry of Commerce, Directorate of Trade）で輸出入業者登録（輸出入者登録証取得）し、ミャンマー連邦商工会議所連盟（The Union of Myanmar Federation of Chambers of Commerce and Industry：UMFCCI）への加盟を済まさねばなりません。取引一件ごとに輸入許可（輸入ライセンス）の取得が必要です。

2.　輸入手続き 
A.　輸入ライセンス取得

・輸入のつど、「輸入ライセンス」を取得する必要があり、輸入ライセンスの有効期限は６カ月で3カ月の延長が可能です。 
・輸入ライセンスの申請を行うには、先ずミャンマー投資商業銀行（MICB）またはミャンマー外国貿易銀行（MFTB）に外貨口座を開設しなければなりません。 
・輸入ライセンスの取得に当たっては、輸入製品のCIF相当額（ヤンゴン港到着時）に応じた手数料を支払わなければなりません。 
・輸入代金相当の外貨を保有している必要があります（従前は輸出第一政策を採用していたため、輸出で稼いだ外貨の範囲内でしか輸入できないことになっていました。現在はこの政策が撤廃され、正当に調達した外貨の範囲内であれば輸入できます）。 
・輸入ライセンス取得に当たっては、所定の書類［売買契約書、プロフォーマインボイス（貨物の仕様、梱包形態、納入計画を記載）］を商業省貿易局へ提出します。 
・輸入ライセンス発給は、貿易局を窓口に関係委員会等で審議されます。従前は発給まで2、3週間程度必要でしたが、現在は1週間程度に短縮されました。 また、以前はネピドーだけで発給されていましたが、医療器や薬品類など一部の品目がヤンゴンでも発給可能になりました。ただし、ミャンマー政府は輸入ライセンス発給に慎重な場合もあるため、事前に商務省に確認することをお勧めします。 
・決済方法は取消不能信用状（L/C）またはT/T送金が選択可能です。従前はL/C決済のみ可能でしたが、2012年6月以降、T/T送金も可能となりました。 
・原則、CIF条件での輸入［FOBべ一スでの輸入の場合、輸入業者はミャンマー保険（Myanmar Insurance）による保険をかけ、ミャンマー・ファイブスター・ラインに積み荷予約を済ませる必要がありますが、複雑で現実的ではありません。］なお、CFR（C＆F）条件で、ミャンマー保険で海上保険を付保し、輸入しているケースもあります。

B.　輸入通関手続き 
ミャンマーの取引銀行（L/C発行銀行：通常MICBまたはMFTB）で決済し、船積書類を入手した上で、通関手続きを開始します。 以下の書類を整え、輸入申告書を税関局（Custom Department）に提出します。

a. 輸入ライセンス 

b. Bill of Exchange 

c. コマーシャル・インボイス 

d. パッキング・リスト 

e. Inspection & Testing Certificate 

f. 保険証券 

g. 輸入品に関する推薦状（関連省庁から） 

h. B/L（オリジナルを1セット） 

i. delivery order by discharging port shipping agent 

j. special power of attorney （to clearance agent） 

k. 企業登記証（Company Registration Certificate copy） 

l. 輸出入者登録証（Exporter/Importer registration certificate copy） 

II.　販売時の規制および手続き 
現在、卸・小売業への外国資本の参入は認められていません。

III.　関税、その他諸税 
税制度：課税基準はCIF価格 
関税：輸入関税はCIF価格および陸揚げ費用（CIF相当額の0.5％）の合計額に課せられます。対日輸入適用税率は一般税率です。 
1.　部品ごとの関税率

8700番台（シャーシ・ボディ・一般部品） 
（例）8706：1％、3％、30％。8707：1％、5％。8708：5％ 
8500番台（電装品） 
（例）8504：1％。8525：10％、15％。8536：1％ 
8400番台（機械類） 
（例）8407＆8408：1％、1.5％、5％。8415：1％ 
4000番台（ゴム製品） 
（例）4011：4％ 

なお、税率は　変更される可能性があります。実際の取引の際には、輸入者を通じて最新値をご確認ください。

2.　関税以外の諸税 
商業税が課税されます。課税対象は、輸入関税課税対象額＋輸入関税です。

3.　日本ASEAN包括的経済連携（AJCEP）協定について 
ミャンマーとは2008年12月1日に発効しました。日本は90％の品目の関税を協定発効後即時撤廃、5年以内に2％、10年以内に1％撤廃し、計93％を撤廃します。ミャンマーは85％の品目にかかる関税について18年以内に撤廃予定です（関税引き下げは2011年度から開始） 。

IV.　その他輸出者として留意すべき事項 
1.　対ミャンマー経済制裁について（Office of Foreign Assets Control：OFAC） 
ミャンマーの通貨であるチャットは、2012年4月から為替レートが一本化され管理変動相場制度が導入されました。また、ミャンマー中央銀行の許可を受けた銀行で、米ドルとチャットの両替ができるようになりました。2012年7月、米国がミャンマーに対する経済制裁の一部（金融取引の許可および新規投資の許可）を緩和したため、一部の銀行でドル送金が可能になりました。また、EUでは2012年4月以来、ミャンマーに対する経済制裁を停止しています。しかし、いまだ他の一部の分野では制裁が継続中です。ミャンマー向け送金手続き等には事前の情報を入手し、送金銀行や関係諸機関と十分、相談することをお勧めします。

2.　輸入ライセンスの取得について 
輸入ライセンスの取得前に当該貨物が輸入相手業者から輸出された場合、ペナルティーが課せられるので十分な注意が必要です。 また、当該貨物は輸入ライセンスに記載されたLast date of import以前に到着する必要があります。

関係機関 

在日ミャンマー連邦大使館 


商業省（Ministry of Commerce） 


財務歳入省関税局（Custom Department） 


ミャンマー連邦商工会議所連盟（The Union of Myanmar Federation of Chambers of Commerce and Industry：UMFCCI） 

調査時点：2012/12 記事番号：A-031214
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